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第一部 【企業情報】 

  

第１ 【企業の概況】 

  

１ 【主要な経営指標等の推移】 

  

(1) 連結経営指標等 

(注) １ 当社グループは、第110期連結会計年度が連結初年度であり、また、連結子会社のみなし取得日を連結会計年

度末日としていることから、貸借対照表のみを連結しているため第110期連結会計年度においては、連結貸借

対照表項目及び従業員数のみを記載しております。 

２ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３ 第111期以降は潜在株式がありませんので、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額は記載をしておりませ

ん。 

回次 第108期 第109期 第110期 第111期 第112期 

決算年月 平成22年３月 平成23年３月 平成24年３月 平成25年３月 平成26年３月 

売上高 百万円 ― ― － 28,874 25,635 

経常利益 〃 ― ― － 1,346 1,149 

当期純利益 〃 ― ― － 772 876 

包括利益 〃 ― ― － 793 982 

純資産額 〃 ― ― 9,487 10,072 10,638 

総資産額 〃 ― ― 25,232 25,264 23,787 

１株当たり純資産額 円 ― ― 812.68 887.70 930.17 

１株当たり 
当期純利益金額 

〃 ― ― － 68.06 77.23 

潜在株式調整後１株 
当たり当期純利益金額 

〃 ― ― － － － 

自己資本比率 ％ ― ― 36.5 38.8 44.7 

自己資本利益率 〃 ― ― － 8.1 8.6 

株価収益率 倍 ― ― － 6.8 6.1 

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

百万円 ― ― － △1,480 2,041 

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

〃 ― ― － △398 △190 

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

〃 ― ― － 1,949 △2,044 

現金及び現金同等物 
の期末残高 

〃 ― ― － 2,122 1,929 

従業員数 名 ― ― 239 227 220 
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(2) 提出会社の経営指標等 

(注) １ 第110期より連結財務諸表を作成しているため、第110期以降の持分法を適用した場合の投資利益及び第111期

以降のキャッシュ・フローに係る指標等は記載しておりません。 

２ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３ 第111期以降は潜在株式がありませんので、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額は記載をしておりませ

ん。 

 

回次 第108期 第109期 第110期 第111期 第112期 

決算年月 平成22年３月 平成23年３月 平成24年３月 平成25年３月 平成26年３月 

売上高 百万円 22,858 24,004 25,765 19,450 17,781 

経常利益 〃 898 1,171 1,638 1,212 987 

当期純利益 〃 403 656 870 711 540 

持分法を適用した場合の 
投資利益 

〃 35 50 － － － 

資本金 〃 1,854 1,854 1,854 1,854 1,854 

発行済株式総数 千株 12,400 12,400 12,400 12,400 12,400 

純資産額 百万円 7,630 7,943 8,781 9,317 9,817 

総資産額 〃 15,099 14,957 20,892 20,328 19,114 

１株当たり純資産額 円 633.65 709.74 770.36 817.42 852.97 

１株当たり配当額 
(うち１株当たり 
中間配当額) 

〃 
(〃) 

8.00 11.00 15.00 15.00 15.00 

(  4.00) (  4.00) (  5.00) (  7.50) (  7.50) 

１株当たり 
当期純利益金額 

〃 32.80 57.33 77.65 62.41 47.39 

潜在株式調整後１株 
当たり当期純利益金額 

〃 26.83 53.27 76.28 － － 

自己資本比率 ％ 50.5 53.1 42.0 45.8 51.4 

自己資本利益率 〃 5.3 8.4 10.4 7.9 5.7 

株価収益率 倍 10.5 6.1 6.4 7.4 9.9 

配当性向 ％ 24.4 19.2 19.3 24.0 31.6 

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

百万円 960 1,197 △1,285 ― － 

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

〃 △1,592 △533 △2,286 ― － 

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

〃 456 △995 2,757 ― － 

現金及び現金同等物 
の期末残高 

〃 2,895 2,564 1,750 ― － 

従業員数 名 200 190 194 187 190 
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２ 【沿革】 

  

 

昭和14年１月 ラサ工業株式会社の製品を販売する目的を以て、資本金10万円で東京都中央区京橋にラサ商事

株式会社を設立。 

昭和20年12月 大阪支店を開設。 

昭和25年２月 本社を東京都中央区日本橋茅場町に移転。 

昭和27年10月 食糧庁(現農林水産省)輸入食糧取扱商社の指定を受ける。 

昭和33年８月 日曹製鋼株式会社(現大平洋金属株式会社)と“ニッソ・ワーマンポンプ”の販売総代理店契約

を締結し、販売を開始する。 

昭和36年11月 

昭和36年12月 

当社はラサ工業株式会社の関連会社ではなくなる。 

当社は日曹製鋼株式会社(現大平洋金属株式会社)の関連会社となる。 

昭和44年11月 ウエストラリアンサンド社(現アイルカ社・オーストラリア)とジルコンサンド輸入販売代理店

契約締結(昭和53年１月総代理店契約締結)。 

昭和49年１月 建設省(現国土交通省)建設業許可(特定建設業)を受ける。 

昭和50年８月 東京機械センターを開設。 

昭和54年５月 ヒドロスタル社(スイス)と“ヒドロスタルポンプ”輸入販売契約を締結。 

昭和56年４月 名古屋営業所を支店に昇格。 

昭和57年10月 ラサ工業株式会社製のシールド堀進機販売を開始。 

昭和59年７月 大平洋金属株式会社が大平洋機工株式会社を設立。これに伴い“ニッソ・ワーマンポンプ”の

販売総代理店契約の相手先は大平洋機工株式会社に変更。同時に当社は出資し、大平洋機工株

式会社は当社の関連会社となる。 

昭和61年７月 大平洋機工株式会社と“タカサゴPAMポンプ”の総代理店契約を締結。 

昭和62年６月 大平洋機工株式会社と“ヒドロスタルポンプ”の総代理店契約を締結(ヒドロスタル社(スイ

ス)と大平洋機工株式会社との技術提携契約による)。 

平成元年２月 プツマイスター社(ドイツ)と高圧ピストンポンプ等の総代理店契約を締結。 

平成５年４月 福岡営業所を支店に昇格。 

平成７年１月 フェロニッケルの台湾向け輸出を開始。 

平成10年11月 本社を東京都中央区日本橋箱崎町に移転。 

平成13年４月 当社は大平洋金属株式会社の関連会社ではなくなる。 

平成13年４月 北海道営業所(現札幌支店)、仙台営業所および広島営業所を支店に昇格。 

平成15年４月 横浜営業所を支店に昇格。 

平成15年４月 ラサオーストラリアPTYリミテッドを設立。 

平成18年２月 東京証券取引所市場第二部に上場。 

平成18年９月 アルファトレーディング株式会社を吸収合併。 

平成19年３月 東京証券取引所市場第一部銘柄へ指定。 

平成19年４月 上海駐在員事務所を開設。 

平成23年10月 東京都中央区蛎殻町に本社ビル建設。本社の移転ならびに横浜支店を本社営業部門へ統合。 

平成24年１月 イズミ株式会社(現連結子会社)の株式を取得。 

平成26年３月 イズミ株式会社(現連結子会社)を株式交換により完全子会社化。 

平成26年４月 シンガポール駐在員事務所を開設。 
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３ 【事業の内容】 

当社グループ（当社および当社の子会社）は、資源・金属素材関連事業、産機・建機関連事業、環境設備関連事

業、化成品関連事業および不動産賃貸関連事業の５事業を柱に事業を展開しております。 

当社グループの事業における当社および当社の関連会社の位置付けおよびセグメントとの関連は、次のとおりで

あります。なお、以下に示す区分は、セグメントと同一の区分であります。 

〔資源・金属素材関連〕 

ジルコンサンドを中心とする鉱産物、その他物資等の輸出入および販売を行っております。ジルコンサンドは世

界有数のミネラルサンズ（注）の生産会社であるアイルカ社（オーストラリア）と日本における総代理店契約を締

結しており、安定して商品を確保して販売しております。ジルコンサンドの用途は耐火材、鋳造用鋳型、研磨材料

から、近年はプラズマディスプレイ用ガラスの添加剤やタッチパネルなどに用途が広がっております。 

近年は、金属シリコン、アルミナの輸入拡大を図り、金属シリコンはアルミニウムの二次精錬添加剤、太陽電池

向けとして国内各社へ販売し、アルミナは高級耐火物、コーティング素材として、国内窯業各社へ販売しておりま

す。 

(注) ミネラルサンズとは砂状の鉱産物のことです。 

  

〔産機・建機関連〕 

産機関連では、顧客のニーズに合わせて、水からスラリー液（注）、腐食性液、高濃度・高粘性液まで広範囲の

流体に対応できる流送機器等の販売・メンテナンス等を行っております。国内外の多くの機械メーカーと総販売代

理店契約を締結しており、顧客のニーズを踏まえてメーカーの新商品の開発や製品の改善等に協力しております。 

なお、株式会社荏原製作所や大平洋金属グループ企業が出資する機械メーカーである大平洋機工株式会社（当社

の関連会社）に当社も出資しており、同社と総販売代理店契約を締結し同社製品の販売等を行っております。 

当社グループは顧客の立場に立ち、メンテナンスが容易で長期間の使用が可能なものを取扱い商品の中心として

おります。特に、主力のワーマンポンプ（大平洋機工株式会社製）は必要部品の交換により長期に使用できるだけ

でなく、ポンプの分解・組立が容易で、工場に持ち込まずにその場で簡単にメンテナンスを行うことができる点に

加え、取扱溶液の性状に適応した様々な材質を選定して組立てられる特徴を有しております。昭和33年オーストラ

リア・ワーマン社より日本導入以来50年超にわたり、耐食・耐磨耗ポンプのトップクラスのシェアを維持し、時代

の変遷はあっても製鉄、精錬等の素材産業から半導体、パネル等のＩＴ関連企業まで幅広く使用されております。 

建機関連では各種小型建設機械、上下水道用のダクタイル鋳鉄耐震管の切断・加工等に使用される「キールカッ

ター」、シールド掘進機および関連機器等の販売・レンタル・メンテナンス等を行っております。 

（注）スラリー液とは固形物を含む液体のことです。 

  

〔環境設備関連〕 

ドイツより優れた性能を持つ高圧ポンプ類（プッツマイスター社製高圧ピストンポンプ、フェルバ社製ダイアフ

ラムポンプ、ウラカ社製プランジャーポンプ）を輸入し、下水汚泥・産業廃棄物処理の用途に国内で販売を行って

おりますが、これらの高性能高圧ポンプを利用した亜臨界処理などの新技術を提案し、環境分野での新しい販路拡

大を図っております。 

また、当社独自で開発した水砕スラグ製造設備「ラサ・システム」の設計・施工および販売を行っております。 

同システムは製鉄所の高炉（溶鉱炉）から銑鉄生産時に副産物として発生する溶融スラグを高圧水で粒状化（水

砕）する設備で、スラグ中に含まれる硫化水素の大気中への飛散を減少させるとともに、セメント原料として資源

の再利用に貢献しております。国内の製鉄所のみならず韓国、中国、台湾、ブラジル、ドイツ、インド等にもプラ

ントを多数納入しております。 

最近では製鉄所だけでなく、電力会社の石炭ガス化複合発電(IGCC)用にも納入されており、販売先の拡大が期待

されております。 
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〔化成品関連事業〕 

合成樹脂・化成品関連の事業であり、自動車関連をはじめ、建材、電気、電子分野などの幅広い業界に多種多様

な合成樹脂・化学製品を販売しております。また、自社設備により、塩ビコンパウンドに代表される樹脂類の混練

加工製造は、顧客の用途に合わせた樹脂加工を行い販売しております。 

  

〔不動産賃貸関連事業〕 

当社グループで保有する不動産を有効活用し、賃貸収益を確保しております。保有している物件は、付加価値の

高い都市部で好条件のものが中心であり、堅実かつ優良テナントへの提供を行っております。 

  

以上述べた事項を事業系統図によって示すと次のとおりです。 

（事業系統図） 

 
  

４ 【関係会社の状況】 

(注) １ 上記の他子会社ラサオーストラリアPTYリミテッドがありますが、７月をもちまして閉鎖登記が完了する予定で
あります。 

２ 有価証券届出書又は有価証券報告書を提出している会社ではありません。 

３ イズミ株式会社については、売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く）の連結売上高に占める割合が10％

を超えております。 

主要な損益情報等    ①  売上高           7,856百万円 

②  経常利益           136 〃 

③  当期純利益          92 〃 

④  純資産額           943 〃 

⑤  総資産額         4,352 〃 

  

 

名称 住所 
資本金 
(百万円) 

主要な事業の内容
議決権の所有 
割合(％) 

関係内容 

(連結子会社）           

イズミ株式会社 東京都中央区 73 化成品関連 100.0 
合成樹脂、化学品の販売お
よびコンパウンド製造 
  

(持分法適用関連会社)           

大平洋機工株式会社 千葉県習志野市 490 産機・建機関連 25.5 

ポンプ類の購入および原材
料の販売 
役員の兼任          １名 
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５ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

(平成26年３月31日現在) 

(注) １ 従業員数は、当社グループから当社グループ外への出向者を除き、当社グループ外から当社グループへの出向

者を含む就業人員数であります。 

２ 全社(共通)は、当社の総務及び経理等の管理部門の従業員であります。 

  

(2) 提出会社の状況 

(平成26年３月31日現在) 

  

(注) １ 従業員数は、当社から他社への出向者を含む就業人員数であり、派遣社員を除いております。 

２ 平均年間給与は、賞与および基準外賃金を含んでおります。 

３ 全社(共通)は、総務及び経理等の管理部門の従業員であります。 

  

(3) 労働組合の状況 

・当社の労働組合は、昭和49年６月に結成され、現在の組合員は86人であります。 

なお、連結子会社であるイズミ株式会社には労働組合はありません。 

・労働組合との間には、特記すべき事項はありません。 

  

 

セグメントの名称 連結従業員数(名) 

資源・金属素材関連 25 

産機・建機関連 115 

環境設備関連 25 

化成品関連 30 

不動産賃貸関連 1 

全社（共通） 24 

合計 220 
 

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(円) 

190 41.4 12.9 6,484,539 
 

セグメントの名称 従業員数(名) 

資源・金属素材関連 25 

産機・建機関連 115 

環境設備関連 25 

不動産賃貸関連 1 

全社（共通） 24 

合計 190 
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第２ 【事業の状況】 

  

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当連結会計年度におけるわが国経済は、海外景気の下振れによる国内景気を下押しするリスクがあったもの

の、政府の経済再生の各種政策の効果などにより、企業収益は改善され、個人消費は消費税引上げに伴う駆込み

需要もあって、緩やかに回復している状況となりました。 

このような経済環境のもとで当社グループは、営業活動の積極的な展開と経営効率の向上を図るように努めま

したが、売上高は、256億35百万円となり、前年同期と比べ32億39百万円(△11.2%)の減収となりました。 

営業利益におきましては、販売効率や販売費及び一般管理費の削減を進めたものの、売上高の減収から、10億

25百万円となり、前年同期と比べ２億48百万円(△19.5%)の減益となりました。 

経常利益におきましては、保険返戻金などにより営業外収支が改善したことから、11億49百万円となり、前年

同期と比べ１億97百万円(△14.7%)の減益となりました。 

当期純利益におきましては、土地の減損損失を計上しましたが、子会社株式の取得による負ののれん発生益２

億33百万円の計上などにより、８億76百万円となり、前年同期と比べ１億４百万円(13.5%)の増益となりまし

た。 

当連結会計年度におけるセグメント別の状況は、次のとおりです。 

資源・金属素材関連では、中国景気の低迷が続くなか、鉱産物の市場低迷の影響を受け販売が減少したことな

どにより、関連部門の売上高は、86億３百万円となり、前年同期と比べ20億52百万円(△19.3%)の減少となりま

した。セグメント営業利益は、60百万円となり、前年同期と比べ２億72百万円(△81.9%)の減少となりました。 

産機・建機関連では、期後半からの設備投資の持ち直しなどにより、民間企業向け各種ポンプ類の商品が回復

し、海外向けシールド掘進機の販売が比較的順調であったことから、関連部門の売上高は、78億29百万円とな

り、前年同期と比べ５億66百万円(7.8%)の増加となりました。セグメント営業利益は、販売効率の改善などによ

り、14億48百万円となり、前年同期と比べ96百万円(7.2%)の増加となりました。 

環境設備関連では、関連商品の販売が比較的堅調に推移したものの、水砕スラグ製造設備の大口売上がなかっ

たため、関連部門の売上高は、12億85百万円となり、前年同期と比べ１億93百万円(△13.1%)の減少となりまし

た。セグメント営業利益は、２億10百万円となり、前年同期と比べ66百万円(△23.9%)の減少となりました。 

化成品関連では、自動車関連が引続き堅調に推移し、一部の電線関連で消費税増税による駆込み需要などがあ

りましたが、取引効率の見直しなどにより、関連部門の売上高は、77億55百万円となり、前年同期と比べ15億78

百万円(△16.9%)の減少となりました。セグメント営業利益は、販売効率や経費効率を進めたことから、85百万

円となり、前年同期と比べ41百万円(92.8%)の増加となりました。 

不動産賃貸関連では、グループ全体での一体運営を徹底したことから、関連部門の売上高は、１億61百万円と

なり、前年同期と比べ18百万円(13.1%)の増加となりました。セグメント営業利益は、59百万円となり、前年同

期と比べ１百万円(1.9%)の増加となりました。 

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

当連結会計年度末の現金及び現金同等物（以下「資金」という。）の残高は19億29百万円となり、前年同期に

比べ１億92百万円減少しました。 

当連結年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因については、次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動により発生した資金は、20億41百万円の増加となりました。（前年同期△14億80百万円） 

主な要因は、法人税等の支払額３億99百万円の減少等がありましたが、税金等調整前当期純利益13億11百万円

の増加、たな卸資産９億56百万円、売上債権１億83百万円の減少による資金の増加等によるものです。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動により発生した資金は、１億90百万円の減少となりました。（前年同期△３億98百万円） 

主な要因は、保険積立金１億60百万円積立による減少等によるものです。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動により発生した資金は、20億44百万円の減少となりました。（前年同期19億49百万円） 

主な要因は、短期借入金11億40百万円(純額)の返済、社債10億40百万円の償還による減少等によるものです。 
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２ 【受注及び販売の状況】 

(1) 受注状況 

当連結会計年度の受注状況をセグメントごとに示すと、次のとおりです。 

（注） 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 販売実績 

当連結会計年度の販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりです。 

上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

３ 【対処すべき課題】 

当社は、自社ビル建設による本社機能の強化、イズミ株式会社の子会社化による連結グループ経営の開始と

いった新たな経営基盤の下で成長戦略を本格化させるべく、中期経営計画『New Challenge Rasa 2015 ～飛躍

に向けた第一歩～』を策定し、第114期（平成28年３月期）に連結売上高330億円・営業利益18億円・経常利益

19億円・当期純利益11億円を目標として、当社グループでその達成に取り組んでおります。 

第113期（平成27年３月期）は中期経営計画の２年目として、企業集団としてグループ経営体制のさらなる強

化を図り、経営戦略の一体化およびグループ価値最大化のための体制作りに努め、資源・金属素材関連、産

機・建機関連、環境設備関連、化成品関連、不動産賃貸関連の５事業体制で、以下の取り組みを着実に実行

し、収益のさらなる拡大を図ると共に、新商品の開発、開拓、グローバル化を積極的に推進し、新たな収益基

盤の確立を目指してまいります。 
  

(1) 資源・金属素材関連 

・輸入原材料の高付加価値化 

ジルコンサンド、金属シリコン、黒鉛などの高付加価値化を目指してまいります。 

・エネルギー用途原料への注力 

火力発電、太陽電池、リチウムイオン電池、風力発電向けなどのエネルギー用途素材の原料供給への本格

的取り組みをしてまいります。 

・中国、東南アジア諸国、インドの市場拡大 

中国向け高付加価値原料の輸出や、日本マーケットの縮小化に対応するためにシンガポール駐在員事務所

を拠点として、中国、東南アジア諸国、インド市場への販売強化を図ってまいります。加えて、輸入原料に

ついて中国以外のサプライソースの拡大に注力してまいります。 

 

セグメントの名称 受注高(百万円) 前年同期比(％) 受注残高(百万円) 前年同期比(％)

資源・金属素材関連 8,572 △18.3 681 △4.3 

産機・建機関連 7,358 △4.4 904 △34.3 

環境設備関連 1,544 38.2 537 93.0 

化成品関連 7,737 △21.0 266 △6.3 

不動産賃貸関連 195 37.0 167 25.5 

合計 25,408 △13.1 2,557 △8.1 
 

セグメントの名称 金額(百万円) 前年同期比(％) 

資源・金属素材関連 8,603 △19.3 

産機・建機関連 7,829 7.8 

環境設備関連 1,285 △13.1 

化成品関連 7,755 △16.9 

不動産賃貸関連 161 13.1 

合計 25,635 △11.2 
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(2) 産機・建機関連 

・ポンプを中心とした製品の応用と新商品の育成 

ポンプの用途開発（石炭火力発電、下水道ＢＣＰ）に積極的に取り組み、販売の拡大を目指してまいりま

す。 

石炭火力発電については、エネルギー活用のベストミックスの面から、その高効率活用が主流になると予

想されます。当社の主力商品が、その市場に適していることから、今後、大きな需要が期待されます。 

また、津波、高潮、豪雨等の自然災害から下水道施設の機能を保護する目的で、主力商品であるヒドロス

タルポンプの応用範囲の拡大を図るべく、「機械事業開発部」を新設し、販路拡大に注力してまいります。 

さらに、シンガポール駐在員事務所を活用し、発展が著しいメコン経済圏のインフラ整備分野へ販売拡大

を目指してまいります。 

・メンテナンスサービス体制の一層の充実 

メンテナンス会社設立を視野に、メンテナンス協力会社との関係を強化し、稼動ポンプの計画的更新を喚

起してまいります。（環境設備関連と共通課題） 

(3) 環境設備関連 

・水砕スラグ製造設備「ラサ・システム」の販売先の拡大および新技術開発 

インフラ整備において、水砕スラグを用いたセメントの需要が大幅に見込まれるなか、国内外メーカーと

提携して、より良い環境作りに貢献できる新技術の開発を目指してまいります。 

・スラグ処理の応用および販路拡大 

新技術のＣＣＴ(Clean Coal Technology)を活用した石炭ガス化複合発電（IGCC）および非鉄金属製錬用ス

ラグ処理設備の市場拡大を目指してまいります。 

・海外主要機械メーカーとの提携で環境改善に貢献 

ドイツで卓越した能力を持つ３種類の高圧ポンプメーカー、ボイラー設備に不可欠な高い制御性の自動バ

イパス弁メーカーとの提携で新たな市場の創出と拡大を目指してまいります。 

・海外市場の拡大 

東南アジア諸国を中心に、国内メーカーの優れた機械類の輸出強化を図ってまいります。 

(4) 化成品関連 

イズミ株式会社の事業運営体制の見直しと強化をさらに図ってまいります。 

また、商品および販売ネットワークを相互に活用するとともに、販売コストなどの効率化に努め、売上・利

益の拡大に注力してまいります。 

(5) 不動産賃貸関連 

グループの一体運営の強化により管理コストを削減するとともに、優良テナントの確保や駐車場の有効活用

などに努め、収益の向上を目指してまいります。 

  

４ 【事業等のリスク】 

当社グループの事業その他に関するリスクについて、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性があると考え

られる主な事項を記載しております。ただし、必ずしもそのようなリスク要因に該当しない事項についても、投

資者の判断において重要であると考えられる事項については、積極的な情報開示の観点から開示しております。 

本項においては、将来に関する事項が含まれておりますが、当該事項は有価証券報告書提出日現在における当

社の判断に基づいております。 

(1) 商品市況の変動について 

当社グループが資源・金属素材関連において取り扱う商品は、相場変動による商品価格リスクがあります。当

社グループでは、在庫として保有する期間を短縮させるとともに、商品によっては年間の販売量を事前に交渉す

るなどしてリスクを軽減しておりますが、短期的に想定以上の相場変動が生じた場合等には、当社グループの業

績に影響を及ぼす可能性があります。 

(2) 為替相場の変動について 

当社グループの外貨建てによる販売、仕入については、為替相場の変動によるリスクを負っておりますが、当

該リスクを減少させるために原則として取引契約成立の都度、為替予約を行っております。したがって、短期的

な為替変動が当社の業績に与える影響は軽微なものであると考えられますが、想定以上の為替変動が生じた場合

には、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 
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(3) 経済・設備投資動向について 

当社グループが産機・建機関連および環境設備関連において取り扱う商品は、製造業を主体とした顧客の工場

や地方自治体等の運営する下水処理場等において主に使用されております。当該事業は機械や設備の販売のみな

らず、メンテナンス関連の需要も継続的にあること、また、製造業を主体とした民需においては、当社グループ

の顧客は幅広い業種に亘っていることから、一定の収益の安定性は確保できているものと考えております。しか

しながら、全般的な経済動向や設備投資動向の変化によっては、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があ

ります。 

また、当社グループが化成品関連において取り扱う商品は、自動車、建材、電気、電子分野などに幅広く素材

を提供しており、国内外の経済動向の変化によっては、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 

(4) 業績の季節変動について 

当社グループの産機・建機関連および環境設備関連の業績は、販売先の設備投資予算の執行の関係により、売

上高が第４四半期に偏重する傾向があり、利益についても第４四半期に偏重する構造となっております。 

(5) 自然災害等について 

地震、洪水等の自然災害、事故やテロのような、当社グループが予測不可能な事により、インフラや下記の特

定商品の依存先に壊滅的被害があった場合や当社グループの設備に被害が発生し、再構築の範囲が大規模となっ

た場合には、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 

また、当社グループの設備は、日常的および定期的に保守管理、安全対策を実施しておりますが、不慮の事故

による物的、人的被害が生じた場合には、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 

(6) 特定商品の依存について 

① ジルコンサンド 

ジルコンサンドについては、その大半を世界有数のミネラルサンズの生産会社であるオーストラリアのアイル

カ社から仕入れており、同社との間で日本における総代理店契約を締結しております。 

当社グループは同社との安定的な取引関係を維持しておりますが、ジルコンサンドは鉱産資源であるため、同

社において安定した採掘量が確保できなくなった場合、同社との関係に変更があった場合、または同社の事業方

針に変更があった場合には、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 

なお、契約につきましては、平成24年12月アイルカ社との間で契約の更新を行っております。 

② ワーマンポンプ 

ワーマンポンプについては、当社と関連会社である大平洋機工株式会社との間で販売総代理店契約を締結して

おります。当社グループは、同社に対して資本関係のみならず、海外商品の調達代行、部品の販売や役員の派遣

をするなど、強固な関係を構築しておりますが、同社との関係に変更があった場合には、当社グループの業績に

影響を及ぼす可能性があります。 

(7) 法的規制について 

当社グループは、貿易関連法令、環境関連法令、その他多数の法令により、規制を受けております。今後、こ

れらの規制の改廃や新たな法的規制が設けられた場合には、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性がありま

す。 

(8) 許認可について 

当社グループは、産機・建機関連、環境設備関連および化成品関連において、環境関連法令、その他多数の法

令により、規制を受けております。今後、これらの規制の改廃や新たな法的規制が設けられた場合には、当社グ

ループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 

(9) 人材の確保について 

当社グループの事業には、専門的な技量や経験を有する人材が不可欠であるため、高度な商品知識を持った人

材や高度な技術力を持ったエンジニア等の育成には常に注力しております。しかしながら、予定通りの人材の確

保を行えなかった場合には、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 
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５ 【経営上の重要な契約等】 

なお、上記のほか、連結子会社の株式交換完全子会社化については、連結財務諸表「注記事項(企業結合等関係)」を

ご参照ください。 

  

６ 【研究開発活動】 

記載事項はありません。 

  

 

契約会社名 契約品目 契約内容 契約期間 
相手方の名称 

（相手方の所在地）

ラサ商事株式会社 

ジルコンサンド 日本国内での総代理店契約 
平成25年１月より３年間 

（自動更新） 

アイルカ社 

（オーストラリア）

ワーマンポンプ 

日本国内およびアジア諸国

における販売総代理店契約

(ウイヤーミネラルズオー

ストラリア社(オーストラ

リア)と大平洋機工株式会

社との技術提携契約改定に

よる) 

平成22年12月より 

平成26年６月まで 

以後５年ごと自動更新 

大平洋機工株式会社

（日本） 

ヒドロスタルポン

プ並びに 

プリローテンショ

ンシステム 

日本国内での販売総代理店

契約（ヒドロスタル社、フ

リデコ社(スイス)と大平洋

機工株式会社との技術提携

契約改定による） 

平成26年1月より 

平成26年12月まで 

大平洋機工株式会社

（日本） 
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７ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】 

文中の将来に関する事項は、当連結会計年度において当社グループが判断したものであります。 

(1) 重要な会計方針及び見積り 

当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般的に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成され

ております。この財務諸表の作成に当たりまして、合理的妥当性を有する要因に基づき見積り及び判断を行ってお

ります。 

詳細につきましては、第５〔経理の状況〕１〔連結財務諸表等〕(1)〔連結財務諸表〕〔注記事項〕（連結財務諸

表作成のための基本となる重要な事項）に記載のとおりであります。 

(2) 財政状態の分析 

① 資産 

流動資産は、148億82百万円となり、前年同期に比べ15億84百万円の減少となりました。主な要因は、商品及び製

品で9億57百万円、その他で１億93百万円、現金及び預金で１億92百万円、受取手形及び売掛金で１億83百万円の減

少等によるものです。 

固定資産は、89億５百万円となり、前年同期に比べ１億７百万円の増加となりました。主な要因は、建物及び構

築物と土地の売却等による１億57百万円(合算額）の減少等がありましたが、投資その他の資産で２億79百万円の増

加等によるものです。 

② 負債 

流動負債は、94億44百万円となり、前年同期に比べ14億57百万円の減少となりました。主な要因は、短期借入金

11億40百万円、1年以内償還社債３億３百万円の減少等によるものです。 

固定負債は、37億４百万円となり、前年同期に比べ５億85百万円の減少となりました。主な要因は、長期借入金

１億87百万円の増加等がありましたが、社債７億37百万円の減少等によるものです。 

③ 純資産 

純資産は、106億38百万円となり、前年同期に比べ５億66百万円の増加となりました。主な要因は、少数株主持分

２億71百万円の減少がありましたが、利益剰余金７億５百万円の増加等によるものです。 

(3) 経営成績の分析 

① 売上高 

売上高は256億35百万円となりました。 

資源・金属素材関連では、中国景気の低迷が続くなか、鉱産物の市場低迷の影響を受け販売が減少したことなど

により、関連部門の売上高は、86億３百万円となり、前年同期と比べ20億52百万円(△19.3%)の減少となりました。

産機・建機関連では、期後半からの設備投資の持ち直しなどにより、民間企業向け各種ポンプ類の商品が回復

し、海外向けシールド掘進機の販売が比較的順調であったことから、関連部門の売上高は、78億29百万円となり、

前年同期と比べ５億66百万円(7.8%)の増加となりました。 

環境設備関連では、関連商品の販売が比較的堅調に推移したものの、水砕スラグ製造設備の大口売上がなかった

ため、関連部門の売上高は、12億85百万円となり、前年同期と比べ１億93百万円(△13.1%)の減少となりました。 

化成品関連では、自動車関連が引続き堅調に推移し、一部の電線関連で消費税増税による駆込み需要などがあり

ましたが、取引効率の見直しなどにより、関連部門の売上高は、77億55百万円となり、前年同期と比べ15億78百万

円(△16.9%)の減少となりました。 

不動産賃貸関連では、グループ全体での一体運営を徹底したことから、関連部門の売上高は、１億61百万円とな

り、前年同期と比べ18百万円(13.1%)の増加となりました。 

② 売上原価、販売費及び一般管理費 

売上原価は215億27百万円となりました。販売費及び一般管理費では、30億81百万円となりました。 

③ 営業利益 

販売費及び一般管理費の削減に努めましたが、売上総利益の減益により営業利益は10億25百万円となりました。 

④ 営業外収益（費用） 

支払利息等の圧縮に加え、保険返戻金の増加等により、営業外収益（費用）は１億23百万円となりました。 
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⑤ 経常利益 

以上の結果、経常利益は11億49百万円となりました。 

⑥ 税金等調整前当期純利益 

減損損失72百万円がありましたが、子会社株式取得による、負ののれん発生益２億33百万円により、税金等調整

前当期純利益は13億11百万円となりました。 

⑦ 当期純利益 

以上の結果、当期純利益は８億76百万円となりました。 

  

（4）キャッシュ・フローの分析 

第２［事業の状況］  １［業績等の概要］  （２）キャッシュ・フローの状況に記載しております。 
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第３ 【設備の状況】 

  

１ 【設備投資等の概要】 

記載事項はありません。 

  

２ 【主要な設備の状況】 

(1) 提出会社 

(平成26年３月31日現在) 

(注) １  帳簿価額のうち、「その他」は工具、器具及び備品、貸与資産等であります。 

２  上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 国内子会社 

(平成26年３月31日現在) 

(注) １  帳簿価額のうち、「その他」は工具、器具及び備品等であります。 

２  上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

  

(3) 在外子会社 

記載事項はありません。 

  

３ 【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 設備の新設 

記載事項はありません。 

  

(2) 設備の除去等の計画 

記載事項はありません。 

  

事業所名 
(所在地) 

セグメントの 
名称 

設備の内容 

帳簿価額(百万円) 従業
員数
(名)建物 

及び構築物
機械装置 
及び運搬具 

土地 
(面積㎡) 

その他 合計 

本社 
(東京都中央区) 

全社(共通) 
不動産賃貸 

本社機能 
賃貸ビル 

909 16 
1,469 
(602) 

8 2,404 125 

東京機械センター 
(千葉県習志野市) 

産機・建機 
倉庫 

修理工場 
58 0 

117 
(2,267) 

0 177 2 

千葉機械センター 
(千葉県八街市) 

産機・建機 
倉庫 

修理工場 
89 18 

346 
(8,343) 

0 455 0 

 

会社名 
事業所名 
(所在地) 

セグメント 
の名称 

設備の 
内容 

帳簿価額(百万円) 従業
員数
(名)建物及び

構築物 
機械装置 
及び運搬具

土地 
(面積㎡) 

その他 合計 

イズミ 
株式会社 

イズミビルディング 
(東京都中央区) 

不動産賃貸  賃貸ビル 317 ― 
1,595 
(311) 

0 1,913 0 

飯能工場 
(埼玉県飯能市) 

化成品 加工設備 32 8 
381 

(4,958) 
1 424 13 
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第４ 【提出会社の状況】 

  

１ 【株式等の状況】 

  

(1)【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

② 【発行済株式】 

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】 

該当事項はありません。 

  

(4) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

(注） 第三者割当増資（平成18年３月15日） 

主な割当先：大和証券エスエムビーシー株式会社（現大和証券キャピタル・マーケッツ株式会社） 

（オーバーアロットメントによる売出し） 

  

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式 49,600,000 

計 49,600,000 
 

種類 
事業年度末現在 
発行数(株) 

(平成26年３月31日) 

提出日現在 
発行数(株) 

(平成26年６月27日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名 

内容 

普通株式 12,400,000 12,400,000 
東京証券取引所 
市場第一部 

単元株式数は100株であります。 

計 12,400,000 12,400,000 ― ― 
 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(千株) 

発行済株式 
総数残高 
(千株) 

資本金増減額
(百万円) 

資本金残高 
(百万円) 

資本準備金 
増減額 
(百万円) 

資本準備金 
残高 

(百万円) 

平成18年３月15日 200 12,400 49 1,854 67 1,612 
 

発行価格 630円   発行価額 493円

資本組入額 247円      
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(6) 【所有者別状況】 

(平成26年３月31日現在) 

(注) 自己株式890,100株は「個人その他」に8,901単元含まれております。 

  

(7) 【大株主の状況】 

(平成26年３月31日現在) 

(注) １ 大平洋機工株式会社（平成26年３月31日現在当社が25.5％株式を保有）が保有している上記株式については、

会社法第308条第１項および会社法施行規則第67条の規定により議決権を有しておりません。 

２ 上記のほか当社所有の自己株式890千株（保有割合7.2％）があります。 

  

 

区分 

株式の状況(１単元の株式数  100株) 
単元未満 
株式の状況

(株) 
政府及び 
地方公共 
団体 

金融機関 
金融商品
取引業者

その他の 
法人 

外国法人等 個人 
その他 

計 
個人以外 個人 

株主数(人) ― 30 22 105 28 17 12,146 12,348 ― 

所有株式数 
(単元) 

― 26,715 655 30,492 12,633 19 53,457 123,971 2,900 

所有株式数 
の割合(％) 

― 21.5 0.5 24.6 10.2 0.0 43.2 100.0 ― 
 

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％) 

大平洋金属株式会社 東京都千代田区大手町１丁目６番１号 1,040 8.4 

MSIP  CLIEＮT  SECURITIES 
（常任代理人  モルガン・スタンレ
ーMUFG証券株式会社） 

25 Cabot Square, Canary Wharf, 
LONDON E14 4QA, U.K. 
(東京都千代田区大手町１丁目９番７号) 

755 6.1 

アトラス コプコ コンストラクショ
ン ツールズ エイビー 
 (常任代理人  大和証券株式会社） 

SE-10523 Stockholm Sweden 
  
(東京都千代田区丸の内１丁目９番１号) 

400 3.2 

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内１丁目６番６号 370 3.0 

株式会社損害保険ジャパン 
(常任代理人  資産管理サービス信
託銀行株式会社） 

東京都新宿区西新宿１丁目26番１号 
（東京都中央区晴海１丁目８番12号晴海アイ
ランドトリトンスクエアオフィスタワーＺ棟) 

370 3.0 

東京海上日動火災保険株式会社 東京都千代田区丸の内１丁目２番１号 360 2.9 

クニミネ工業株式会社 東京都千代田区岩本町１丁目10番５号 290 2.3 

株式会社みずほ銀行 
（常任代理人  資産管理サービス信
託銀行株式会社） 

東京都千代田区丸の内１丁目３番３号 

(東京都中央区晴海１丁目８番12号晴海アイラ

ンドトリトンスクエアオフィスタワーＺ棟) 

260 2.1 

大平洋機工株式会社 千葉県習志野市東習志野７丁目５番２号 207 1.7 

三機工業株式会社 東京都中央区明石町８番１号 200 1.6 

計 ― 4,252 34.3 
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(8) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

(平成26年３月31日現在) 

② 【自己株式等】 

(平成26年３月31日現在) 

  

(9) 【ストックオプション制度の内容】 

該当事項はありません。 

  

２ 【自己株式の取得等の状況】 

  

(1) 【株主総会決議による取得の状況】 

該当事項はありません。 

(2) 【取締役会決議による取得の状況】 

該当事項はありません。 

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】 

該当事項はありません。 

  

 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 

（相互保有株式） 
普通株式    207,000 

― ― 

（自己保有株式） 
普通株式    890,100 

― ― 

完全議決権株式(その他) 普通株式 11,300,000 113,000 ― 

単元未満株式 普通株式      2,900 ― １単元(100株)未満の株式 

発行済株式総数 12,400,000 ― ― 

総株主の議決権 ― 113,000 ― 
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義 
所有株式数 

(株) 

他人名義 
所有株式数 

(株) 

所有株式数 
の合計 
(株) 

発行済株式 
総数に対する
所有株式数 
の割合(％) 

（相互保有株式） 
大平洋機工株式会社 

千葉県習志野市東習志野 
７丁目５番２号 

207,000 ― 207,000 1.7 

（自己保有株式） 
当社 

東京都中央区日本橋蛎殻
町１丁目11番５号 

890,100 ― 890,100 7.2 

計 ― 1,097,100 ― 1,097,100 8.8 
 

【株式の種類等】 普通株式 
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(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 

(注) 当期間における保有自己株式数には、平成26年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取りに

よる株式数は含めておりません。 

  

３ 【配当政策】 
  

当社は、株主の皆様への長期的利益還元を重要な経営課題の一つと考え、安定配当を行うことを基本方針とし

つつ、企業体質の強化、今後の事業展開および内部留保の充実等を勘案した上で20％前後の配当性向を維持でき

るよう努力いたします。 

当社の剰余金の配当は、中間配当および期末配当の年２回を基本的な方針としております。配当の決定機関は

中間配当は取締役会、期末配当は株主総会であります。 

当期の配当は、中間で７円50銭、期末で７円50銭、年間で15円00銭といたしました。 

内部留保資金につきましては、中長期的な視点に立って、有為な人材の採用・育成を目指すとともに、新規市

場の開拓や新規商品の開発などに充当し、事業の積極的展開・体質改善を図り、競争力の強化と企業価値の増大

を図る所存であります。 

なお、当社は中間配当を行うことができる旨を定款に定めております。 

（注）基準日が当事業年度に属する剰余金の配当は、以下のとおりであります。 

  

４ 【株価の推移】 
  
(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものです。 

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】 

(注）株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

 

区分 
当事業年度 当期間 

株式数(株) 
処分価額の総額

(百万円) 
株式数(株) 

処分価額の総額
(百万円) 

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 ― ― ― ― 

消却の処分を行った取得自己株式 ― ― ― ― 

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行っ
た取得自己株式 

110,680 52 ― ― 

その他 ― ― ― ― 

保有自己株式数 890,100 ― 890,100 ― 
 

決議年月日 配当金の総額 １株当たり配当額 

平成25年10月31日 
取締役会決議 

85百万円 ７円 50銭 

平成26年６月27日 
定時株主総会決議 

86百万円 ７円 50銭 
 

回次 第108期 第109期 第110期 第111期 第112期 

決算年月 平成22年３月 平成23年３月 平成24年３月 平成25年３月 平成26年３月 

最高（円） 371 422 545 518 505 

最低（円） 286 271 313 338 392 
 

月別 平成25年10月 11月 12月 平成26年１月 ２月 ３月 

最高（円） 466 458 469 505 477 485 

最低（円） 427 442 449 468 446 460 
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５ 【役員の状況】 
  

  

 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有株式数

(株) 

代表取締役 
社長 

  井 村 周 一 昭和26年２月４日生

昭和50年１月 当社入社 

(注)１ 109,900 

平成11年４月 産業機械一部長 

同  12年４月 大阪支店長 

同  13年６月 取締役大阪支店長 

同  16年４月 取締役大阪支店長兼同店営業部長 

同  17年４月 常務取締役管理本部長 

同  17年６月 代表取締役社長(現) 

代表取締役
副社長 

海外営業 
本部長 

田 畑 威 彦 昭和20年６月23日生

昭和43年４月 当社入社 

(注)１ 81,400 

平成９年４月 大阪支店物資部長 

同  11年４月 ミネラルサンズ事業部本部部長兼大阪

営業部長 

同  13年６月 取締役海外業務管理部長兼物資部長兼

資源部長 

同  14年１月 取締役海外業務管理部長兼物資部長兼

資源部長兼食糧部長 

同  14年４月 取締役海外営業本部長兼食糧・物資部

長兼資源部長 

同  16年６月 常務取締役海外営業本部長兼食糧・物

資部長兼資源部長 

同  17年７月 常務取締役兼執行役員海外営業本部長

兼食糧・物資部長兼資源部長 

同  18年４月 常務取締役兼執行役員海外営業本部長 

同  18年６月 専務取締役兼執行役員海外営業本部長 

同  19年６月 代表取締役専務取締役兼執行役員海外

営業本部長 

同  22年４月 代表取締役専務取締役海外営業本部長 

同  23年６月 代表取締役副社長海外営業本部長(現) 

専務取締役   古 谷 利 央 昭和27年８月18日生

昭和51年４月 当社入社 

(注)１ 50,300 

平成11年４月 産業機械二部長 

同  13年４月 産業機械一部長兼産業機械二部長 

同  14年４月 産業機械二部長 

同  15年４月 産業機械営業統轄部長 

同  15年６月 取締役産業機械営業本部長 

同  16年４月 取締役産業機械営業本部長兼産業機械

一部長 

同  17年４月 取締役大阪支店長兼産業機械営業本部

長補佐 

同  17年７月 取締役兼執行役員大阪支店長兼産業機

械営業本部長補佐 

同  19年４月 取締役兼執行役員産機・建機営業本部

長 

同  20年４月 取締役兼執行役員機械営業本部長 

同  20年６月 常務取締役兼執行役員機械営業本部長 

同  22年４月

同  23年６月

同  24年１月

同  26年４月

常務取締役機械営業本部長 

専務取締役機械営業本部長 

専務取締役管理本部長 

専務取締役内部監査担当(現) 
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有株式数

(株) 

専務取締役 
機械営業 
本部長 

伊 藤 信 利 昭和25年３月26日生

昭和50年４月 当社入社 

(注)１ 32,700 

平成11年４月 福岡支店営業部長 

同  16年４月 福岡支店長兼同店営業部長 

同  17年７月 執行役員福岡支店長兼同店営業部長 

同  18年４月 執行役員機械業務本部長 

同  19年４月 執行役員業務本部長兼北海道支店長 

同  19年６月 取締役兼執行役員業務本部長兼北海道

支店長 

同  20年４月 取締役兼執行役員業務本部長 

同  21年６月 常務取締役兼執行役員業務本部長 

同  22年４月

同  23年４月

同  23年６月

常務取締役業務本部長 

常務取締役業務・開発本部長 

専務取締役業務・開発本部長 

同  24年１月 専務取締役機械営業本部長兼業務・開

発本部長 

同  24年４月 専務取締役機械営業本部長(現) 

常務取締役 
経営企画室長
兼企業不動産
営業室長 

大 岡  隆 昭和26年11月５日生

平成17年１月 当社入社 

(注)１ 33,600 

同  17年６月 経理部長 

同  17年７月 執行役員管理本部副本部長兼経理部長 

同  18年４月 執行役員管理本部副本部長兼経営企画

室長 

同  20年４月 執行役員経営企画室長 

同  21年６月 取締役兼執行役員経営企画室長 

同  21年10月 取締役兼執行役員経営企画室長兼本社

ビル企画推進室長 

同  22年４月 取締役経営企画室長兼本社ビル企画推

進室長 

同  24年４月 取締役経営企画室長兼企業不動産企画

室長 

同  24年６月

  
同  26年４月

常務取締役経営企画室長兼企業不動産

企画室長 

常務取締役経営企画室長兼企業不動産

営業室長(現) 

取締役 
環境営業 
本部長 

本 間 丈 大 昭和29年１月10日生

平成元年２月 当社入社 

(注)１ 19,000 

同  18年４月 営業技術部長 

同  21年４月 執行役員環境営業本部副本部長兼営業

技術部長 

同  23年４月 執行役員業務・開発本部副本部長兼海

外機械営業部長 

同  24年４月 執行役員機械営業本部副本部長兼海外

機械営業部長 

同  24年６月

  
同  26年４月

取締役機械営業本部副本部長兼海外機

械営業部長 

取締役環境営業本部長(現) 

取締役 
管理本部長 
兼総務部長 

相 澤  裕 昭和30年11月28日生

平成19年１月 当社入社 

（注）1 8,400 

同  19年４月 総務部長 

同  22年４月

同 24年６月

同 26年４月

執行役員管理本部副本部長兼総務部長 

取締役管理本部副本部長兼総務部長 

取締役管理本部長兼総務部長(現) 

取締役 
管理本部 
副本部長 
兼経理部長 

小 山 文 男 昭和29年11月５日生

平成18年１月

同  20年４月

同  24年４月

同  26年６月

当社入社 

経理部長 

執行役員管理本部副本部長兼経理部長 

取締役管理本部副本部長兼経理部長

(現) 

(注)１ 5,400 

取締役   唐 津 利 明 昭和44年12月30日生

平成５年４月

同  16年６月

同  23年３月

同  23年４月

同  23年６月

同  25年６月

同  26年６月

クニミネ工業株式会社入社 

同開発推進営業部化成品課長 

同社退社 

関ベン鉱業株式会社入社  工場長代理 

同取締役工場長兼営業部長 

同代表取締役社長(現) 

当社取締役(現) 

(注)１ ― 
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(注）１  取締役の任期は平成26年３月期に係る定時株主総会終結の時から１年間であります。 

２  取締役唐津利明は、社外取締役であり、責任限定契約を締結しております。 

３  常勤監査役世良孝司の任期は平成24年３月期に係る定時株主総会終結の時から４年間であります。 

４  監査役日原道行および柿原康一郎は、社外監査役であり、責任限定契約を締結しております。任期は平成26

年３月期に係る定時株主総会終結の時から４年間であります。 

５  当社では、執行役員制度を導入しており、上記の他、機械営業本部副本部長兼業務部長  窪田義広、名古屋

支店長  花野雄二の２名がおります。 

  

 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有株式数

(株) 

監査役 
（常勤） 

  世 良 孝 司 昭和28年１月16日生

昭和51年４月 当社入社 

(注)３ 10,600 

平成18年４月 産業機械一部長 

同  20年４月 広島支店長兼同店営業部長 

同  24年４月 機械営業本部長補佐 

同  24年６月 監査役(現) 

監査役   日 原 道 行 昭和25年３月21日生

昭和48年４月 株式会社第一勧業銀行（現株式会社み

ずほ銀行）入行 

(注)４ ― 

平成４年５月 同稲毛支店長 

同  ９年６月 同高円寺支店長 

同  11年４月 同融資部融資渉外部長 

同  13年１月 同川崎支店長 

同  15年４月 同人事部付第一生命保険相互会社（現

第一生命保険株式会社）出向 

同  16年３月 株式会社みずほ銀行退職 

同  16年４月 第一生命保険相互会社（現第一生命保

険株式会社）営業第一部長 

同  18年４月 同総合金融法人部部長 

同  22年３月 同社退職 

同  22年６月 当社監査役(現) 

監査役   柿原康一郎 昭和26年10月21日生

昭和49年４月 株式会社三井銀行（現株式会社三井住

友銀行）入行 

(注)４ ― 

平成11年１月 株式会社さくら銀行(現株式会社三井住

友銀行)日本橋営業部日本橋第三営業部

長 

同  13年４月 株式会社三井住友銀行本店営業第九部

長 

同  14年６月 同営業審査第一部部付部長 

同  15年12月 同本店付(旧)三井鉱山株式会社出向  

顧問 

同  16年１月 株式会社三井住友銀行退職 

同  16年１月 (旧)三井鉱山株式会社常務取締役常務

執行役員 

同  16年３月 三井鉱山株式会社(現日本コークス工業

株式会社) 常務取締役 常務執行役員 

同  17年６月 同専務取締役 専務執行役員 

同  20年４月 同取締役副社長 副社長執行役員 

同  22年６月 日本コークス工業株式会社取締役副社

長 

同  25年６月 同社退社 

同  25年６月 室町殖産株式会社監査役 

同  26年６月 同社退任 

同  26年６月 当社監査役(現) 

計 351,300 
 

― 22 ―



６ 【コーポレート・ガバナンスの状況等】 

  

(1) 【コーポレート・ガバナンスの状況】 

当社は、コーポレート・ガバナンスの強化を重要な経営テーマと認識し、積極的に取り組んでおります。その基本

的な考え方は、取締役会および監査役会を中心として、コーポレート・ガバナンスの充実を図り、株主・取引先等ス

テークホルダーへの説明責任を果たし、健全で透明性が高く、経営環境の変化に迅速かつ的確に対応できる経営体制

を構築、維持することです。 

① 企業統治の体制 

Ａ 企業統治の体制の概要 

ａ会社の機関の内容 

取締役は９名であり、そのうち１名が社外取締役です。取締役会は、当社の業務執行に関する重要事項を決定

し、取締役の職務の執行を監督する機関として、原則毎月１回以上開催しております。 

当社は、経営における意思決定・監督機能と執行機能を分離し、迅速かつ効率的な経営を推進するため、執行

役員制度を採用しております。 

また、当社は、取締役会における審議内容の充実を図るため、経営上の重要案件について審議する機関とし

て、常勤取締役や執行役員を中心としたメンバーで構成される経営会議および各種委員会を設けており、これら

の機関で十分な審議が尽くされた案件を、取締役会に付議することとしております。 

ｂ監査役および監査役会 

監査役は３名であり、そのうち２名が社外監査役です。監査役は、取締役会に出席するとともに、常勤監査役

は経営会議等の重要な会議に出席し、取締役の職務執行に対する適正な監査を行うとともに、十分な情報に基づ

いて経営全般に関して幅広く監査を行っております。 

また、監査役は、自ら監査役監査の質と効率の向上を図るとともに、会計監査人の監査の相当性を判断するた

めにも、会計監査人との密な連携は不可欠との認識をもっております。具体的には、会計監査人から監査計画書

を受領し、会計監査人の往査および監査総評に常勤監査役が立ち会うほか、監査の実施経過ならびに結果につい

て報告を求めております。 

監査役は期中監査で発見された事項等について、会計監査人との間で、幅広く意見交換を行うとともに、取締

役会宛に要望を出しております。 

ｃ内部監査室 

内部監査は、社長直轄の組織ですが、内部監査の強化を図るため、今年度より専務取締役１名を内部監査担当

役員として委嘱しております。内部監査担当役員および内部監査室２名が、各年度毎に内部監査計画を策定し、

「内部監査規程」に基づき、日常の業務の適正性、合理性、効率性を監査するため、原則年１回、グループ会社

を含めた全部門を対象に監査を実施し、改善策を提言しております。 

また、内部監査室は、監査役および会計監査人と連携を取り、内部監査の実効性、効率性を高めております。 
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ｄ会社の機関・内部統制の関係図 

 
Ｂ 企業統治の体制を採用する理由 

当社は監査役設置会社であり、取締役会は９名で構成され、そのうち１名が社外取締役であります。効率的かつ

迅速な職務の執行と同時に、社外取締役による監督機能が適切に働く体制の確保に努めております。 

また、監査役会は３名で構成されており、そのうち２名が社外監査役であります。会計監査人および内部監査室

と連携し、合理的かつ効果的な監査体制を構築しております。 

従いまして、現状のコーポレート・ガバナンス体制が、当社に相応しい形態であると判断しております。 

Ｃ 内部統制システムの整備の状況 

ａ 取締役の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制ならびに使用人の職務の執行が法

令および定款に適合することを確保するための体制 

・当社および当社子会社（以下「当社グループ」という）は、コンプライアンス体制の確立が経営の根幹である

ことを深く自覚し、「法令等遵守規程」および「コンプライアンス・マニュアル」を定め、コンプライアンス

重視の企業風土の構築・定着を徹底するべく、体制の強化を図ってまいります。 

・当社総務部は、当社グループコンプライアンス統括部門として、グループ全ての役職員に対する継続的な啓発

活動を推進するとともに、各社で役職員による自主点検を実施させることにより、コンプライアンスの徹底を

図ってまいります。 

・当社グループは、法令等違反行為を早期に発見するために、コンプライアンス・ヘルプライン（通報・相談窓

口）を設置いたします。 

・当社グループは、健全な会社経営のため、反社会的勢力とは決して関わりを持たず、また不当な要求には断固

としてこれを拒絶いたします。 

・当社代表取締役社長を委員長とする「内部統制委員会」にて、取締役の主導の下、当社グループの内部統制シ

ステムの整備・運用評価を行います。 

ｂ 取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制 

当社は、「文書取扱規程」に従い、取締役の職務執行に係る情報を文書または電磁的媒体(以下、文書等とい
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う)に記録し、関連資料とともに検索性の高い状態で保存・管理いたします。 

ｃ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

当社グループの事業活動推進にあたって、当社は、想定されるリスクの評価、対応方針、具体的対策等を

「リスクマネジメント委員会」および「経営会議」にて、事前に検討した上で実施いたします。ただし、「取

締役会規則」に定められた決議事項については、取締役会の決議を経て実施いたします。 

ｄ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

・当社は、原則、月１回の定時取締役会の開催の他、必要に応じて臨時取締役会を開催し、当社グループの経営

に関する重要事項についての意思決定を行ってまいります。また、取締役会に付議する重要事項については、

必要に応じて、事前に「経営会議」に付議し、そこでの議論を基に、取締役会にて審議する体制といたしま

す。 

・取締役の職務執行状況については、取締役会において適宜報告いたします。 

・当社は、経営における意思決定・監督機能と執行機能を分離し、迅速かつ効率的な経営を推進するため、執行

役員制度を採用いたします。 

・当社グループは、「取締役会規則」、「組織規程」、「職務権限規程」等の社内規程により、役職員の役割と

権限を明確にすることで、適正かつ効率的な職務の執行を図ってまいります。 

・当社は、財務報告および経営資料作成のためのＩＴ化を推進するとともに、情報共有化ツールとしての社内ポ

ータルサイトの一層の充実を図ってまいります。 

ｅ 当社および子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制 

・当社グループは、事業活動の適正を確保するため、「関係会社管理規程」に基づき、当社が子会社に対し助

言・指導を行う管理体制を構築いたします。 

・海外子会社および事業拠点については、現地の法令を遵守し、慣習を尊重いたします。 

・「内部監査規程」に基づき、当社の内部監査室が当社グループの内部監査を実施し、業務遂行の適法性・妥当

性等を監査いたします。 

ｆ 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項ならびに当該

使用人の取締役からの独立性に関する事項 

・当社グループは、監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合は、職務を補助する使用人を

置くものといたします。 

・当社グループの監査役の職務を補助すべき使用人は、監査役の指示に従い職務を遂行するものとし、その評

価、異動には監査役の同意を要するものといたします。 

ｇ 取締役および使用人が監査役に報告するための体制その他の監査役への報告に関する体制 

・当社グループは、取締役と監査役が、重要情報を共有することを基本方針といたします。 

・当社は、監査役が取締役会および「経営会議」等重要会議に出席し、決議事項および報告事項ならびに審議過

程を把握できる体制といたします。 

・当社グループの取締役は、当社グループに著しい損害を及ぼすおそれがある事実を発見した場合には、直ちに

監査役会または監査役に報告するものといたします。 

・当社グループは、稟議書等、取締役の職務執行に関する重要な文書を、監査役の閲覧に供するものといたしま

す。 

ｈ その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制 

・当社は、代表取締役社長が監査役と定期的会合を持つことにより、監査役監査の環境整備の状況、監査上の重

要課題について意見交換を行い、相互の意思疎通を図ってまいります。 

・当社は、会計監査人の往査および監査総評には、常勤監査役が立ち会うものといたします。 

・当社内部監査室は、監査役との連携を密にし、監査業務の実効性と効率性を図ってまいります。 

・当社内部監査室は、内部監査の計画および監査結果等を監査役に報告いたします。 

ｉ 財務報告の信頼性を確保するための体制 

・当社取締役は、信頼に足る財務報告を作成することが社会的信用の維持・向上のために極めて重要であること

を認識するとともに、財務報告の信頼性を確保するために、当社グループの役職員に対してあらゆる機会を捉

えて、正しく業務を遂行すべきことが、業務の有効性および効率性を向上させる手段であることを周知徹底さ

せるなど、内部統制の強化を図ってまいります。 

・当社取締役は、当社グループの資産の取得、譲渡、有効利用が正当な手続きと承認のもとで適切に行われるよ

うに、資産の保全に最善の努力をいたします。 

・当社グループは、財務報告の作成過程において誤謬等が生じないよう、ITの活用を推進し、実効性のある内部

統制システムを構築いたします。 

ｊ 反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況 
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・当社は、内部統制システムに関する基本的な考え方に基づき、健全な会社経営のため、反社会的勢力とは決し

て関わりを持たず、また不当な要求に対しては断固としてこれを拒否することを宣言しております。 

・反社会的勢力が介入してきたときの窓口は、コンプライアンス統括部門の総務部、対応責任者は、総務部長と

し、総務部との円滑な連携・協力体制のもと、組織が一致して冷静な対応を行うこととしております。また、

「コンプライアンス・マニュアル」および「反社会的勢力対応マニュアル」を制定し、社員への対応の徹底を

図っております。さらに、「中央地区特殊暴力防止対策協議会」に加盟し、研修に参加する等情報収集に努め

るとともに、外部情報機関との連携も取ることができる体制としております。 

ｋ 社外取締役及び社外監査役のサポート体制 

・原則として月１回開催しております定例取締役会開催日時を、あらかじめ年度当初に設定しております。 

・社外取締役および社外監査役に対し、取締役会事務局（総務部）は、定例取締役会に上程される議案につき、

資料および情報提供等を行うとともに、必要に応じて補足説明を行っております。また、議案の内容によって

は、取締役会の開催前に資料を提供し、事前に意見を伺っております。 

・監査役会において、常勤監査役は重要な会議の状況や、重要な決裁書類等について、社外監査役と情報を共有

するとともに、社外監査役が希望する場合は、自らの監査を行使できる体制としております。なお、社外役員

の庶務事項に関しましては総務部がサポートする体制としております。 

Ｄ 責任限定契約の内容の概要 

当社と社外取締役及び社外監査役は、会社法427条第１項に基づき、同法423条第１項の損害賠償責任を限定す

る契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、同法第425条第１項に規定する最低責任

限度額としております。 

②  内部監査及び監査役監査の状況 

Ａ 内部監査 

内部監査は、社長直轄の組織ですが、内部監査の強化を図るため、今年度より専務取締役１名を内部監査担当

役員として委嘱しております。内部監査担当役員および内部監査室２名が、各年度毎に内部監査計画を策定し、

「内部監査規程」に基づき、日常の業務の適正性、合理性、効率性を監査するため、原則年１回、グループ会社

を含めた全部門を対象に監査を実施し、改善策を提言しております。また、内部監査室は、監査役および会計監

査人と連携を取り、内部監査の実効性、効率性を高めております。 

Ｂ 監査役監査 

監査役は３名であり、そのうち２名が社外監査役です。監査役は、取締役会に出席するとともに、常勤監査役

は経営会議等の重要な会議に出席し、取締役の職務執行に対する適正な監査を行うとともに、十分な情報に基づ

いて経営全般に関して幅広く監査を行っております。 

監査役は、監査役監査の質と効率の向上のため、また、会計監査人の監査の相当性の判断のためにも、会計監

査人との連携は不可欠との認識を持っております。 

具体的には、会計監査人から監査計画書を受領し、会計監査人の往査および監査総評に常勤監査役が立ち会う

ほか、監査の実施経過について報告を求めております。また、監査役は期中監査で発見された事項等について会

計監査人との間で、幅広く意見交換を行うことによって、会計監査人の監査の相当性についての判断を行ってお

ります。 

監査役は、内部監査室から内部監査計画書を受領し、意見・情報交換を行うことにより、合理的・効果的な監

査に努めております。 

③  社外取締役及び社外監査役 

当社の社外取締役は１名、社外監査役は２名です。 

社外取締役唐津利明氏は、当社と資本、人的、取引関係のないクニミネ工業株式会社の子会社である関ベン鉱業

株式会社の代表取締役社長として、経営の豊富な経験と幅広い見識をもとに、コーポレート・ガバナンスの強化に

寄与していただけるものと判断し、社外取締役に選任しております。 

社外監査役日原道行氏は金融機関における長年の経験と財務等に関する豊富な知見を有しており、当社のコーポ

レート・ガバナンス強化に十分貢献していただけると判断し、社外監査役に選任しております。 

社外監査役柿原康一郎氏は、過去の金融機関における経験および事業法人の経営者としての豊富な経験と幅広い

見識を有しており、当社のコーポレート・ガバナンス強化に十分貢献していただけると判断し、社外監査役に選任

しております。 

当社は、社外取締役および社外監査役の独立性に関する基準等は定めておりませんが、豊富な経験に基づく高い

見識や専門的な知見を有する方から社外取締役および社外監査役を選任しております。独立役員におきましては、

社外取締役唐津利明氏、社外監査役柿原康一郎氏の2名を東京証券取引所の定めに基づく独立性に関する要件を満た

す独立役員として選任しており、独立役員の資格を充たす社外役員を全て独立役員に指定しております。 
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④  役員の報酬等 

Ａ 役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員数 

Ｂ 提出会社の役員ごとの連結報酬等の総額 

連結報酬等の総額が１億円以上であるものが存在しないため、記載しておりません。 

Ｃ 役員報酬等の決定方針 

会社の業績および社会情勢を勘案し決定しております。 

⑤  株式の保有状況 

Ａ 保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式 

ａ 銘柄数                          32銘柄 

ｂ 貸借対照表計上額の合計額     846百万円 

Ｂ 保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式の保有区分、銘柄、株式数、貸借対照表計上額及び保有目的 

（前事業年度） 

特定投資株式 

  

 

役員区分 
報酬等の総額 
（百万円） 

報酬等の種類別の総額(百万円） 対象となる
役員の員数
（名） 基本報酬 

ストック 
オプション 

賞与 退職慰労金 

取締役 
(社外取締役を除く。） 

179 179 ― ― ― 8 

監査役 
（社外監査役を除く。） 

12 12 ― ― ― 1 

社外役員 6 6 ― ― ― 2 
 

銘柄 
株式数 
（株） 

貸借対照表計上額 
（百万円） 

保有目的 

クニミネ工業株式会社 325,000 177 取引先との関係維持強化 

三井住友トラスト・ホールディングス株式会社 120,000 50 同上 

ラサ工業株式会社 305,807 40 同上 

八洲電機株式会社 100,000 40 同上 

三機工業株式会社 61,000 31 同上 

サンワテクノス株式会社 39,480 30 同上 

株式会社クボタ 24,000 30 同上 

株式会社みずほフィナンシャルグループ 120,000 24 同上 

株式会社三井住友フィナンシャルグループ 6,000 23 同上 

大平洋金属株式会社 30,000 14 同上 

三菱製鋼株式会社 71,000 14 同上 

名港海運株式会社 15,000 13 同上 

石原産業株式会社 141,000 11 同上 

宝印刷株式会社 14,900 10 同上 

神鋼商事株式会社 48,000 9 同上 

セントラル硝子株式会社 28,000 8 同上 

株式会社ＩＨＩ 24,000 6 同上 

日本基礎技術株式会社 20,700 6 同上 

堺化学工業株式会社 20,773 6 同上 

株式会社三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ 11,300 6 同上 

川崎重工業株式会社 17,000 5 同上 

株式会社東京都民銀行 4,000 4 同上 

株式会社りそなホールディングス 6,000 2 同上 

株式会社ほくほくフィナンシャルグループ 15,000 2 同上 

ニチハ株式会社 1,000 1 同上 

アタカ大機株式会社 3,000 1 同上 

月島機械株式会社 1,000 0 同上 
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（当事業年度） 

特定投資株式 

C 保有目的が純投資目的である投資株式 

該当事項はありません。 

⑥  会計監査の状況 

当社の会計監査業務を執行した公認会計士は、業務執行社員である植木暢茂、武川博一であり、２名は監査法

人大手門会計事務所に所属しております。同監査法人及び当社の監査業務を執行した業務執行社員と当社との間

には、特別の利害関係はありません。なお、当社の会計監査業務にかかる補助者は、公認会計士３名でありま

す。 

⑦  取締役の定数 

当社は、取締役を10名以内とする旨を定款で定めております。 

⑧  取締役の選任の決議要件 

Ａ 取締役の選任決議 

当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株

主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨を定款に定めております。 

Ｂ 取締役の選任 

当社は、取締役の選任について、累積投票によらないものとする旨を定款で定めております。 

⑨  株主総会決議事項を取締役会で決議することができる事項 

Ａ 自己株式の取得 

当社は、会社法第165条第２項により、将来の機動的、かつ、迅速な資本政策の遂行に備えるため、取締役会の

決議によって自己株式の取得をすることができる旨を定款に定めております。 

 

銘柄 
株式数 
（株） 

貸借対照表計上額 
（百万円） 

保有目的 

クニミネ工業株式会社 325,000 224 取引先との関係維持強化 

三井住友トラスト・ホールディングス株式会社 120,000 54 同上 

ラサ工業株式会社 313,654 46 同上 

八洲電機株式会社 100,000 44 同上 

三機工業株式会社 61,000 37 同上 

サンワテクノス株式会社 39,480 33 同上 

株式会社クボタ 24,000 32 同上 

株式会社三井住友フィナンシャルグループ 6,000 26 同上 

株式会社みずほフィナンシャルグループ 120,000 24 同上 

三菱製鋼株式会社 71,000 15 同上 

名港海運株式会社 15,000 15 同上 

石原産業株式会社 141,000 13 同上 

宝印刷株式会社 14,900 11 同上 

株式会社ＩＨＩ 24,000 10 同上 

大平洋金属株式会社 30,000 10 同上 

神鋼商事株式会社 48,000 9 同上 

セントラル硝子株式会社 28,000 9 同上 

日本基礎技術株式会社 20,700 6 同上 

川崎重工業株式会社 17,000 6 同上 

堺化学工業株式会社 20,793 6 同上 

株式会社三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ 8,000 4 同上 

株式会社東京都民銀行 4,000 4 同上 

株式会社りそなホールディングス 6,000 3 同上 

株式会社ほくほくフィナンシャルグループ 15,000 2 同上 

ニチハ株式会社 1,000 1 同上 

月島機械株式会社 1,000 1 同上 

アタカ大機株式会社 3,000 1 同上 
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Ｂ 中間配当 

当社は、株主への機動的な利益還元を行うため、会社法第454条第５項の規定により取締役会の決議によって中

間配当ができる旨を定款に定めております。 

⑩  株主総会の特別決議事項 

当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することができる株主

の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行うことができる旨を定款

に定めております。これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営

を行うことを目的とするものであります。 

  

(2) 【監査報酬の内容等】 

① 【監査公認会計士等に対する報酬の内容】 

② 【その他重要な報酬の内容】 

該当事項はありません。 

③ 【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】 

該当事項はありません。 

④ 【監査報酬の決定方針】 

該当事項はありませんが、監査日数等を勘案したうえで決定しております。 

 

区分 

前連結会計年度 当連結会計年度 

監査証明業務に 
基づく報酬(百万円)

非監査業務に 
基づく報酬(百万円)

監査証明業務に 
基づく報酬(百万円) 

非監査業務に 
基づく報酬(百万円)

提出会社 22 ― 21 ― 

連結子会社 ― ― ― ― 

計 22 ― 21 ― 
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第５ 【経理の状況】 

  

１ 連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令第28号。以

下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

 なお、当連結会計年度(平成25年４月１日から平成26年３月31日まで)の連結財務諸表に含まれる比較情報につい

ては、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成24年９月21日内

閣府令第61号）附則第３条第２項により、改正前の連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

  

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。以下「財

務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

 なお、当事業年度(平成25年４月１日から平成26年３月31日まで)の財務諸表に含まれる比較情報については、

「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成24年９月21日内閣府令

第61号）附則第２条第２項により、改正前の財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

また、当社は、特例財務諸表提出会社に該当し、財務諸表等規則第127条の規定により財務諸表を作成しておりま

す。 

  
２ 監査証明について 

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、連結会計年度(平成25年４月１日から平成26年３月

31日まで)及び事業年度(平成25年４月１日から平成26年３月31日まで)の連結財務諸表及び財務諸表について、監査

法人大手門会計事務所による監査を受けております。 

  

３ 連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて 

当社は、連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みを行っております。具体的には、会計基準の内

容を適切に把握し、又は会計基準等の変更等について的確に対応することができる体制を整備するために、公益財

団法人財務会計基準機構へ加入し、同機構の行うセミナーへの参加、新会計基準等の情報入手等を行っておりま

す。 
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1【連結財務諸表等】 

(1) 【連結財務諸表】 

①【連結貸借対照表】 

  

                      (単位：百万円) 

                    
前連結会計年度 

(平成25年３月31日) 
当連結会計年度 

(平成26年３月31日) 

資産の部     

  流動資産     

    現金及び預金 2,122 1,929 

    受取手形及び売掛金 ※３，４  8,884 ※３  8,701 

    商品及び製品 4,997 4,040 

    原材料及び貯蔵品 25 25 

    繰延税金資産 177 118 

    その他 262 69 

    貸倒引当金 △4 △2 

    流動資産合計 16,466 14,882 

  固定資産     

    有形固定資産     

      建物及び構築物 ※２  3,221 ※２  3,108 

        減価償却累計額 △1,696 △1,678 

        建物及び構築物（純額） 1,524 1,430 

      機械装置及び運搬具 347 243 

        減価償却累計額 △310 △197 

        機械装置及び運搬具（純額） 37 46 

      土地 ※２  4,730 ※２  4,667 

      その他 1,721 1,498 

        減価償却累計額 △1,675 △1,463 

        その他（純額） 45 34 

      有形固定資産合計 6,338 6,178 

    無形固定資産     

      のれん 102 77 

      その他 107 121 

      無形固定資産合計 210 198 

    投資その他の資産     

      投資有価証券 ※１  1,479 ※１，２  1,647 

      繰延税金資産 110 61 

      保険積立金 506 671 

      その他 168 162 

      貸倒引当金 △16 △14 

      投資その他の資産合計 2,248 2,528 

    固定資産合計 8,797 8,905 

  資産合計 25,264 23,787 
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                      (単位：百万円) 

                    
前連結会計年度 

(平成25年３月31日) 
当連結会計年度 

(平成26年３月31日) 

負債の部     

  流動負債     

    支払手形及び買掛金 ※４  4,856 ※２  4,753 

    短期借入金 ※２，５  3,740 ※２，５  2,600 

    1年内返済予定の長期借入金 ※２  357 ※２  477 

    1年内償還予定の社債 1,040 737 

    未払法人税等 403 351 

    賞与引当金 205 182 

    その他 299 343 

    流動負債合計 10,901 9,444 

  固定負債     

    社債 2,034 1,297 

    長期借入金 ※２  1,221 ※２  1,408 

    繰延税金負債 429 444 

    退職給付引当金 437 － 

    退職給付に係る負債 － 379 

    その他 167 174 

    固定負債合計 4,290 3,704 

  負債合計 15,191 13,149 

純資産の部     

  株主資本     

    資本金 1,854 1,854 

    資本剰余金 1,623 1,642 

    利益剰余金 6,590 7,296 

    自己株式 △315 △290 

    株主資本合計 9,752 10,501 

  その他の包括利益累計額     

    その他有価証券評価差額金 71 137 

    繰延ヘッジ損益 △23 △0 

    その他の包括利益累計額合計 48 136 

  少数株主持分 271 － 

  純資産合計 10,072 10,638 

負債純資産合計 25,264 23,787 
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②【連結損益計算書及び連結包括利益計算書】 

【連結損益計算書】 

                      (単位：百万円) 

                    前連結会計年度 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成25年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成25年４月１日 
 至 平成26年３月31日) 

売上高 28,874 25,635 

売上原価 24,397 21,527 

売上総利益 4,476 4,107 

販売費及び一般管理費 ※１  3,202 ※１  3,081 

営業利益 1,273 1,025 

営業外収益     

  受取利息 5 5 

  受取配当金 19 25 

  受取家賃 37 36 

  持分法による投資利益 72 61 

  保険返戻金 － 45 

  その他 40 20 

  営業外収益合計 175 194 

営業外費用     

  支払利息 46 33 

  社債利息 33 28 

  その他 21 8 

  営業外費用合計 102 70 

経常利益 1,346 1,149 

特別利益     

  固定資産売却益 ※２  14 ※２  11 

  負ののれん発生益 － 233 

  その他 0 0 

  特別利益合計 14 245 

特別損失     

  固定資産売却損 ※３  13 ※３  2 

  固定資産除却損 ※４  8 ※４  4 

  減損損失 － ※５  72 

  その他 5 3 

  特別損失合計 27 82 

税金等調整前当期純利益 1,333 1,311 

法人税、住民税及び事業税 435 347 

法人税等調整額 121 71 

法人税等合計 556 419 

少数株主損益調整前当期純利益 776 892 

少数株主利益 4 15 

当期純利益 772 876 
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【連結包括利益計算書】 

                      (単位：百万円) 

                    前連結会計年度 
(自平成24年４月１日 
 至平成25年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成25年４月１日 
 至 平成26年３月31日) 

少数株主損益調整前当期純利益 776 892 

その他の包括利益     

  その他有価証券評価差額金 54 68 

  繰延ヘッジ損益 △28 22 

  持分法適用会社に対する持分相当額 △10 △0 

  その他の包括利益合計 ※  16 ※  90 

包括利益 793 982 

（内訳）     

  親会社株主に係る包括利益 788 965 

  少数株主に係る包括利益 4 17 
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③【連結株主資本等変動計算書】 

  前連結会計年度(自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日) 

  

  

（単位：百万円） 

  
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

当期首残高 1,854 1,623 6,018 △306 9,188 

当期変動額   

剰余金の配当 － － △199 － △199 

当期純利益 － － 772 － 772 

自己株式の取得 － － － △8 △8 

自己株式の処分 － － － － － 

株主資本以外の項目 

の当期変動額（純額) 
－ － － － － 

当期変動額合計 － － 572 △8 564 

当期末残高 1,854 1,623 6,590 △315 9,752 
 

 

  

その他の包括利益累計額 

少数株主持分 純資産合計 その他有価証券 

評価差額金 
繰延ヘッジ損益 

その他の 

包括利益累計額合計

当期首残高 27 4 32 266 9,487 

当期変動額   

剰余金の配当 － － － － △199 

当期純利益 － － － － 772 

自己株式の取得 － － － － △8 

自己株式の処分 － － － － － 

株主資本以外の項目 

の当期変動額（純額) 
44 △28 15 4 20 

当期変動額合計 44 △28 15 4 584 

当期末残高 71 △23 48 271 10,072 
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  当連結会計年度(自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日) 

  

  

 

（単位：百万円） 

  
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

当期首残高 1,854 1,623 6,590 △315 9,752 

当期変動額   

剰余金の配当 － － △170 － △170 

当期純利益 － － 876 － 876 

自己株式の取得 － － － △9 △9 

自己株式の処分 － 18 － 33 52 

株主資本以外の項目 

の当期変動額（純額) 
－ － － － － 

当期変動額合計 － 18 705 24 749 

当期末残高 1,854 1,642 7,296 △290 10,501 
 

 

  

その他の包括利益累計額 

少数株主持分 純資産合計 その他有価証券 

評価差額金 
繰延ヘッジ損益 

その他の 

包括利益累計額合計

当期首残高 71 △23 48 271 10,072 

当期変動額   

剰余金の配当 － － － － △170 

当期純利益 － － － － 876 

自己株式の取得 － － － － △9 

自己株式の処分 － － － － 52 

株主資本以外の項目 

の当期変動額（純額) 
65 22 88 △271 △182 

当期変動額合計 65 22 88 △271 566 

当期末残高 137 △0 136 － 10,638 
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

                      (単位：百万円) 

                    前連結会計年度 
(自平成24年４月１日 
 至平成25年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成25年４月１日 
 至 平成26年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー     

  税金等調整前当期純利益 1,333 1,311 

  減価償却費 170 148 

  減損損失 － 72 

  のれん償却額 25 25 

  負ののれん発生益 － △233 

  貸倒引当金の増減額（△は減少） △11 0 

  退職給付引当金の増減額（△は減少） △67 △437 

  退職給付に係る負債の増減額（△は減少） － 379 

  賞与引当金の増減額（△は減少） △69 △23 

  受取利息及び受取配当金 △24 △30 

  保険返戻金 － △43 

  支払利息及び社債利息 80 62 

  持分法による投資損益（△は益） △72 △61 

  固定資産除売却損益（△は益） 7 △6 

  売上債権の増減額（△は増加） 930 183 

  たな卸資産の増減額（△は増加） △558 956 

  未収入金の増減額（△は増加） △119 123 

  仕入債務の増減額（△は減少） △2,255 △103 

  未払金の増減額（△は減少） △175 40 

  預り金の増減額（△は減少） △30 △14 

  未収消費税等の増減額（△は増加） △17 70 

  その他 18 46 

  小計 △836 2,466 

  利息及び配当金の受取額 31 36 

  利息の支払額 △81 △62 

  法人税等の支払額 △593 △399 

  営業活動によるキャッシュ・フロー △1,480 2,041 

投資活動によるキャッシュ・フロー     

  有形固定資産の取得による支出 △371 △61 

  有形固定資産の売却による収入 23 49 

  無形固定資産の取得による支出 △16 △55 

  投資有価証券の取得による支出 △15 △5 

  投資有価証券の償還による収入 101 － 

  保険積立金の積立による支出 △214 △160 

  保険積立金の払戻による収入 97 41 

  その他 △3 2 

  投資活動によるキャッシュ・フロー △398 △190 
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                      (単位：百万円) 

                    前連結会計年度 
(自平成24年４月１日 
 至平成25年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成25年４月１日 
 至 平成26年３月31日) 

財務活動によるキャッシュ・フロー     

  短期借入金の純増減額（△は減少） 1,678 △1,140 

  長期借入れによる収入 1,034 700 

  長期借入金の返済による支出 △682 △392 

  社債の発行による収入 1,840 － 

  社債の償還による支出 △1,720 △1,040 

  配当金の支払額 △199 △170 

  少数株主への配当金の支払額 △0 △0 

  その他 △0 △1 

  財務活動によるキャッシュ・フロー 1,949 △2,044 

現金及び現金同等物に係る換算差額 △0 1 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 70 △192 

現金及び現金同等物の期首残高 2,051 2,122 

現金及び現金同等物の期末残高 ※  2,122 ※  1,929 
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【注記事項】 

(連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項) 

１．連結の範囲に関する事項 

(1) 連結子会社の数           1社 

連結子会社の名称        イズミ株式会社 

(2) 非連結子会社の数         1社 

非連結子会社の名称      ラサオーストラリアPTYリミテッド 

連結の範囲から除いた理由 

非連結子会社は、小規模であり、総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う

額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等は、いずれも連結財務諸表に重要な影響

を及ぼしていないため、連結の範囲から除いております。 

２．持分法の適用に関する事項 

持分法を適用した関連会社の数     1社 

会社等の名称                    大平洋機工株式会社 

３．連結子会社の事業年度等に関する事項 

連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。 

４．会計処理基準に関する事項 

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法 

① 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

連結決算期末日前１ヶ月の市場価格の平均に基づいて算定された価格等に基づく時価法（評価差額は全部純

資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）によっております。 

時価のないもの 

移動平均法による原価法によっております。 

② デリバティブ取引    時価法によっております。 

③ たな卸資産 

商品及び製品 

先入先出法（一部商品においては、移動平均法）による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によ

っております。 

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産（リース資産を除く） 

定率法（平成10年４月１日以降に取得した建物（附属設備を除く）については定額法）によっております。 

なお、本社ビルに係る建物附属設備及び構築物については定額法によっております。 

主な耐用年数は以下のとおりです。 

賃貸用固定資産      ７年 

建    物        ３～50年 

② 無形固定資産（リース資産を除く） 

ソフトウエアについては、社内における利用可能期間(５年)において定額法による均等償却によっておりま

す。 

③ リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 

(3) 重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 
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② 賞与引当金 

従業員に支給する賞与に充てるため、将来の支給見込額のうち当期の負担額を計上しております。 

(4) 退職給付に係る会計処理の方法 

当社及び連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給

額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。 

(5) 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円換算し、換算差額は損益として処理しておりま

す。 

(6) 重要なヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理によっております。なお、為替予約については振当処理の要件を満たしている場合は振当処理

によっております。 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

③ ヘッジの方針 

当社の内部規程である為替管理規程等に基づき為替相場の変動リスクをヘッジしております。 

④ ヘッジの有効性評価の方法 

為替予約 

ヘッジ開始時から有効性判定時点までの期間におけるヘッジ対象のキャッシュ・フロー変動の累計とヘッジ

手段のキャッシュ・フロー変動の累計の両者を比較することにより評価しております。 

(7) のれんの償却方法及び償却期間 

５年間で均等償却しております。 

(8) 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

手許現金、要求払預金及び取得日から３ヶ月以内に満期日の到来する流動性の高い、容易に換金可能であり、

かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない短期的な投資であります。 

(9) その他連結財務諸表作成のための重要な事項 

消費税等の会計処理      税抜き方式によっております。 

  
(表示方法の変更) 

（連結貸借対照表関係） 

前連結会計年度において、「投資その他の資産」の「その他」に含めていた「保険積立金」は、金額的重要性が増

したため、当連結会計年度より独立掲記することとしております。この表示方法の変更を反映させるため、前連結会

計年度の連結財務諸表の組替えを行っております。 

この結果、前連結会計年度の連結貸借対照表において、「投資その他の資産」の「その他」に表示していた674百万

円は、「保険積立金」506百万円、「その他」168百万円として組み替えております。 

  
（連結損益計算書関係） 

前連結会計年度において、独立掲記しておりました「特別損失」の「貸倒引当金繰入額」は、その重要性が乏しく

なったため、当連結会計年度より「その他」に含めて表示しております。この表示方法の変更を反映させるため、前

連結会計年度の連結財務諸表の組替えを行っております。 

この結果、前連結会計年度の連結損益計算書において、「特別損失」に表示していた「貸倒引当金繰入額」２百万

円、「その他」３百万円は、「その他」５百万円として組み替えております。 

  

 

ヘッジ手段  ヘッジ対象 

為替予約  外貨建債権債務等 
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(連結貸借対照表関係) 

※１ 非連結子会社及び関係会社に対するものは、次のとおりです。 

  

※２ 担保資産及び担保付債務 

担保に供している資産は次のとおりです。 

  

上記に対応する債務 

  

※３ 受取手形割引高及び受取手形裏書譲渡高 

  

※４ 期末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しております。 

なお、前連結会計年度末日は金融機関の休日であったため、次の期末日満期手形が前連結会計年度末残高に含ま

れております。 

  

※５ 当社及び連結子会社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行６行と当座貸越契約を締結しております。連

結会計年度末における当座貸越契約に係る借入金未実行残高等は次のとおりであります。 

  

 

  
前連結会計年度 

(平成25年３月31日) 
当連結会計年度 

(平成26年３月31日) 

投資有価証券（株式） 612百万円 667百万円 
 

  
前連結会計年度 

(平成25年３月31日) 
当連結会計年度 

(平成26年３月31日) 

投資有価証券 ― 50百万円 

建物及び構築物 1,305百万円 1,260  〃 

土地 3,694  〃 3,694  〃 

合計 4,999百万円 5,004百万円 
 

  
前連結会計年度 

(平成25年３月31日) 
当連結会計年度 

(平成26年３月31日) 

買掛金及び支払手形 ― 693百万円 

短期借入金 2,370百万円 1,550  〃 

１年内返済予定の長期借入金 224  〃 272  〃 

長期借入金 831  〃 1,029  〃 

合計 3,425百万円 3,546百万円 
 

  
前連結会計年度 

(平成25年３月31日) 
当連結会計年度 

(平成26年３月31日) 

受取手形裏書譲渡高 115百万円 59百万円 
 

  
前連結会計年度 

(平成25年３月31日) 
当連結会計年度 

(平成26年３月31日) 

受取手形 419百万円 ― 

支払手形 373  〃 ― 
 

  
前事業年度 

(平成25年３月31日) 
当事業年度 

(平成26年３月31日) 

当座貸越極度額 7,540百万円 7,540百万円 

借入実行残高 3,740  〃 2,600  〃 

差引額 3,800百万円 4,940百万円 
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(連結損益計算書関係) 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。 

  

※２  固定資産売却益の内容は、次のとおりであります。 

  

※３  固定資産売却損の内容は、次のとおりであります。 

  

※４  固定資産除却損の内容は、次のとおりであります。 

  

※５  減損損失 

当連結会計年度において、当社グループは以下の資産グループについて減損損失を計上しました。 

当社グループは、資産をセグメントごとにグループ化しております。 

グループ化の単位であるセグメントごとにおいては、隣接所有者から、売買の申出があり当連結会計年度にお

いて、簿価価額を回収可能価額である売買予定価格まで減額し、当該減少額を減損損失(72百万円)として、特別

損失に計上いたしました。 

その内訳は、札幌機械センター64百万円(うち土地63百万円建物他1百万円)及び旧仙台機械センター７百万円

(土地７百万円)であります。 

なお、札幌機械センター及び旧仙台機械センターとも、回収可能価額は売買予定価額としております。 

  

  

 

  
前連結会計年度 

(自  平成24年４月１日 
至  平成25年３月31日) 

当連結会計年度 
(自  平成25年４月１日 
至  平成26年３月31日) 

給料及び手当 990百万円 1,019百万円 

賞与引当金繰入額 200  〃 177  〃 

退職給付費用 77  〃 61  〃 
 

  
前連結会計年度 

(自  平成24年４月１日 
至  平成25年３月31日) 

当連結会計年度 
(自  平成25年４月１日 
至  平成26年３月31日) 

その他（貸与資産） 14百万円 11百万円 
 

  
前連結会計年度 

(自  平成24年４月１日 
至  平成25年３月31日) 

当連結会計年度 
(自  平成25年４月１日 
至  平成26年３月31日) 

機械装置及び運搬具 8百万円 0百万円 

その他（建物及び構築物他） 5  〃 2  〃 

合計 13百万円 2百万円 
 

  
前連結会計年度 

(自  平成24年４月１日 
至  平成25年３月31日) 

当連結会計年度 
(自  平成25年４月１日 
至  平成26年３月31日) 

機械装置及び運搬具 8百万円 0百万円 

その他（工具、器具及び備品他） ― 3  〃 

合計 8百万円 4百万円 
 

場所 用途 種類 資産グループ 

札幌機械センター(北海道江別市) 倉庫・修理工場 土地及び建物等 産機・建機関連 

旧仙台機械センター(宮城県仙台市) 駐車場 土地 不動産賃貸関連 
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(連結包括利益計算書関係) 

※  その他の包括利益に係る組替調整額及び税効果額 

  

 

  
前連結会計年度 

（自  平成24年４月１日 
    至  平成25年３月31日） 

当連結会計年度 
（自  平成25年４月１日 

    至  平成26年３月31日） 

その他有価証券評価差額金       

  当期発生額 84百万円 106百万円 

  組替調整額 0 〃 0 〃 

    税効果調整前 85 〃 106 〃 

    税効果額 △30 〃 38 〃 

    その他有価証券評価差額金 54 〃 68 〃 

繰延ヘッジ損益       

  当期発生額 △45 〃 36 〃 

  組替調整額 ―   ―   

  税効果調整前 △45 〃 36 〃 

    税効果額 17 〃 13 〃 

    繰延ヘッジ損益 △28 〃 22 〃 

持分法適用会社に対する持分相当額       

  当期発生額 △10 〃 △0 〃 

その他の包括利益合計 16百万円 90百万円 
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(連結株主資本等変動計算書関係) 

前連結会計年度(自  平成24年４月１日  至  平成25年３月31日) 

１．発行済株式に関する事項 

  

２．自己株式に関する事項 

（変動事由の概要） 

増加数の内訳は、次のとおりであります。 

増加  単元未満株買取による自己株式の取得            10株 

  

３．配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

  

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が当連結会計年度後となるもの 

  

 

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末 

普通株式(株) 12,400,000 ― ― 12,400,000 
 

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末 

普通株式(株) 1,053,576 10 ― 1,053,586 
 

決議 株式の種類 配当金の総額 
１株当たりの 

配当額 
基準日 効力発生日 

平成24年６月28日 
定時株主総会 

普通株式 113百万円 10円00銭 平成24年３月31日 平成24年６月29日 

平成24年10月31日 
取締役会 

普通株式 85百万円 7円50銭 平成24年９月30日 平成24年12月４日 
 

決議 株式の種類 配当の原資 配当金の総額
１株当たりの

配当額 
基準日 効力発生日 

平成25年６月27日 
定時株主総会 

普通株式 利益剰余金 85百万円 7円50銭 平成25年３月31日 平成25年６月28日 
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当連結会計年度(自  平成25年４月１日  至  平成26年３月31日) 

１．発行済株式に関する事項 

  

２．自己株式に関する事項 

（変動事由の概要） 

減少数の内訳は、次のとおりであります。 

株式交換に伴う自己株式の交付による減少                110,680株 

  

３．配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

  

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が当連結会計年度後となるもの 

  

(連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

※  現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のとおりでありま

す。 

  

(リース取引関係) 

前連結会計年度（平成25年３月31日） 

重要性が乏しいため、記載を省略しております。 

  

当連結会計年度（平成26年３月31日） 

重要性が乏しいため、記載を省略しております。 

 

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末 

普通株式(株) 12,400,000 ― ― 12,400,000 
 

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末 

普通株式(株) 1,053,586 ― 110,680 942,906 
 

決議 株式の種類 配当金の総額 
１株当たりの 

配当額 
基準日 効力発生日 

平成25年６月27日 
定時株主総会 

普通株式 85百万円 ７円50銭 平成25年３月31日 平成25年６月28日 

平成25年10月31日 
取締役会 

普通株式 85百万円 ７円50銭 平成25年９月30日 平成25年12月３日 
 

決議 株式の種類 配当の原資 配当金の総額
１株当たりの

配当額 
基準日 効力発生日 

平成26年６月27日 
定時株主総会 

普通株式 利益剰余金 86百万円 ７円50銭 平成26年３月31日 平成26年６月30日 
 

  
前連結会計年度 

(自  平成24年４月１日 
至  平成25年３月31日) 

当連結会計年度 
(自  平成25年４月１日 
至  平成26年３月31日) 

現金及び預金 2,122百万円 1,929百万円 

現金及び現金同等物 2,122百万円 1,929百万円 
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(金融商品関係) 

１．金融商品の状況に関する事項 

(1) 金融商品に対する取組方針 

当社グループは、主に設備投資や資源・金属素材関連、環境設備関連など仕入れ等の事業計画に照らして、必

要な中長期資金（主に銀行借入や社債発行）を調達しております。余資は主に、安全性の高い金融資産（短期的

な預金等）で運用し、また短期的な運転資金については、銀行借入及び手許流動性の範囲で対応しております。

デリバティブは中長期借入資金のコスト固定化、為替変動リスクのヘッジ等のために利用しており、投機的な取

引は行わない方針であります。 

(2) 金融商品の内容及びそのリスク 

営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。また、グローバルに事業を展

開していることから生じている外貨建ての営業債権は為替の変動リスクに晒されておりますが、外貨建ての営業

債務に比しリスクは僅少であります。投資有価証券は、取引先企業との業務又は、関連企業との資本提携等に関

連する株式等であり、市場価格の変動リスクに晒されております。 

営業債務である支払手形及び買掛金は、通常１年以内の支払期日であります。また、その一部には、資源等輸

入に伴う外貨建てのものがあり、為替のリスクに晒されておりますが、原則、先物為替予約を利用してヘッジし

ております。借入金、社債は、主に運転、設備投資等に必要な資金の調達を目的としたものであり、償還日は決

算日後、最長で５年であります。 

なお、ヘッジ会計に関するヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジの方針、ヘッジの有効性の評価方法等については

「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」の４．会計処理基準に関する事項（６）重要なヘッジ会計

の方法をご覧下さい。 

(3) 金融商品に係るリスク管理体制 

① 信用リスク（取引先の契約不履行等にかかるリスク）の管理 

・当社グループは、「経理規程」、「販売管理規程」、「与信管理規程」に従い、営業債権について、各事業部門

における営業担当部署が取引先の状況をモニタリングし、取引相手毎に期日及び残高を管理するとともに、報告

体制を構築し財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。 

・満期保有目的の債券は、「資金調達・運用取扱要領」、「投資運用に関する取扱要領」等に従い、信用リスクが

僅少なものをその保有の対象としております。 

・デリバティブ取引の利用に当たっては、主に、主要な本邦金融機関を相手に行っており、カウンターパーティー

リスクを軽減しております。 

・当連結会計年度の決算日現在における最大信用リスク額は、信用リスクに晒される資産の貸借対照表価額により

表されております。 

② 市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理 

・当社グループは、外貨建ての営業債務について、原則個別取引毎に先物為替予約を利用してヘッジを行うことで

為替の変動リスクの軽減を図っております。また、必要に応じ、借入金等に係る支払金利の変動リスクを抑制す

るために、金利スワップ取引を利用する場合があります。 

・有価証券及び投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況等を把握し、また満期

保有目的の債券以外のものについては、取引先企業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直しております。

・デリバティブ取引については、「為替管理規程」や、「資金調達・運用取扱要領」において取扱方針等を定める

とともに、「リスクヘッジ目的以外のデリバティブ取引を行ってはならない」旨制定し運営しております。また

その管理は、経理部において行っております。 

③ 流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理 

当社グループは、各部署からの報告に基づき経理部が定期的に資金繰計画を作成・更新するとともに、手許流動

性を一定レベルに維持することで、当該リスクを管理しております。 

④ 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含まれ

ております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することによ

り、当該価額が変動することもあります。 

２．金融商品の時価等に関する事項 

連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりです。なお、時価を把握することが極め

て困難と認められるものは、次の表には含めておりません。 

（(注２)をご参照ください。） 
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前連結会計年度（平成25年３月31日） 

※１ 支払期日が１年以内となったことにより、流動負債に計上されているものについては、本表では社債として表示

しております。 

※２ 支払期日が１年以内となったことにより、流動負債に計上されているものについては、本表では長期借入金とし

て表示しております。 

  

当連結会計年度（平成26年３月31日） 

※１ 支払期日が１年以内となったことにより、流動負債に計上されているものについては、本表では社債として表示

しております。 

※２ 支払期日が１年以内となったことにより、流動負債に計上されているものについては、本表では長期借入金とし

て表示しております。 

  

(注１) 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項 

資  産 

(1) 現金及び預金 

短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。 

(2) 受取手形及び売掛金 

短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。 

(3) 投資有価証券 

これらの時価については、株式は取引所の価格によっており、債券は取引所の価格又は取引金融機関から

提示された価格によっております。 

また、保有目的ごとの有価証券に関する注記事項については、「有価証券関係」注記をご参照ください。

 

      （単位：百万円） 

  連結貸借対照表計上額 時価 差額 

(1)現金及び預金 2,122 2,122 ― 

(2)受取手形及び売掛金 8,884 8,884 ― 

(3)投資有価証券 
     その他有価証券 653 653 ― 

資産計 11,660 11,660 ― 

(1)支払手形及び買掛金 4,856 4,856 ― 

(2)短期借入金 3,740 3,740 ― 

(3)社債※１ 3,074 3,077 3 

(4)長期借入金※２ 1,578 1,567 △11 

負債計 13,249 13,240 △8 

デリバティブ取引 ― ― ― 
 

      （単位：百万円） 

  連結貸借対照表計上額 時価 差額 

(1)現金及び預金 1,929 1,929 ― 

(2)受取手形及び売掛金 8,701 8,701 ― 

(3)投資有価証券 
     その他有価証券 764 764 ― 

資産計 11,395 11,395 ― 

(1)支払手形及び買掛金 4,753 4,753 ― 

(2)短期借入金 2,600 2,600 ― 

(3)社債※１ 2,034 2,036 2 

(4)長期借入金※２ 1,886 1,875 △11 

負債計 11,273 11,264 △9 

デリバティブ取引 ― ― ― 
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負  債 

(1) 支払手形及び買掛金 

短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。 

(2) 短期借入金 

短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。 

(3) 社債 

社債の時価については、元利金の合計額を同様の新規発行を行った場合に想定される利率で割引いて算定

する方法によっております。 

(4) 長期借入金 

長期借入金の時価については、取引金融機関から提示された価格または、元利金の合計額を同様の新規借

入を行った場合に想定される利率で割引いて算定する方法によっております。 

デリバティブ取引 

デリバティブ取引については、（デリバティブ取引関係）をご覧ください。 

  

(注２) 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品の連結貸借対照表計上額 

上記については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるため、「(3)投資有価証

券」には含めておりません。 

  

(注３) 金銭債権及び満期がある有価証券の連結決算日後の償還予定額 

前連結会計年度（平成25年３月31日） 

  

当連結会計年度（平成26年３月31日） 

  

 

    （単位：百万円） 

区    分 平成25年３月31日 平成26年３月31日 

関係会社株式（非上場株式） 612 667 

その他有価証券（非上場株式） 213 215 
 

      （単位：百万円） 

  １年以内 
１年超 
５年以内 

５年超 
10年以内 

10年超 

現金及び預金 2,122 ― ― ― 

受取手形及び売掛金 8,884 ― ― ― 

投資有価証券         

その他有価証券のうち満期があるもの 
（社債） 

― ― ― ― 

合計 11,006 ― ― ― 
 

      （単位：百万円） 

  １年以内 
１年超 
５年以内 

５年超 
10年以内 

10年超 

現金及び預金 1,929 ― ― ― 

受取手形及び売掛金 8,701 ― ― ― 

投資有価証券         

その他有価証券のうち満期があるもの 
（社債） 

― ― ― ― 

合計 10,630 ― ― ― 
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(注４) 短期借入金、社債及び長期借入金の連結決算日後の返済予定額 

前連結会計年度（平成25年３月31日） 

  

当連結会計年度（平成26年３月31日） 

  

 

          （単位：百万円） 

  １年以内 
１年超 
２年以内 

２年超 
３年以内 

３年超 
４年以内 

４年超 
５年以内 

５年超 

短期借入金 3,740 ― ― ― ― ― 

社債 1,040 737 594 534 169 ― 

長期借入金 357 337 283 283 224 92 

合計 5,137 1,074 877 817 393 92 
 

          （単位：百万円） 

  １年以内 
１年超 
２年以内 

２年超 
３年以内 

３年超 
４年以内 

４年超 
５年以内 

５年超 

短期借入金 2,600 ― ― ― ― ― 

社債 737 594 534 169 ― ― 

長期借入金 477 423 423 364 197 ― 

合計 3,814 1,017 957 533 197 ― 
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(有価証券関係) 

１．その他有価証券 

前連結会計年度（平成25年３月31日） 

（単位：百万円）

(注) 取得原価は、減損処理後の帳簿価額であります。 

  

当連結会計年度（平成26年３月31日） 

（単位：百万円）

  

２．減損処理を行った有価証券 

前連結会計年度（自  平成24年４月１日  至  平成25年３月31日） 

当連結会計年度において、その他有価証券で時価ある株式について１百万円減損処理を行っております。 

なお、下落率が30～50％の株式の減損にあっては、個別銘柄ごとに過去３年の実績や発行体の外部信用格付、公表

財務諸表ベースでの各種財務比率の検討等により、総合的に判断しております。 

  

当連結会計年度（自  平成25年４月１日  至  平成26年３月31日） 

  記載事項はありません。 

  

 

  種類 
連結貸借対照表 

計上額 
取得原価 差額 

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの 

(1) 株式 433 293 139 

(2) 債券 ― ― ― 

(3) その他 ― ― ― 

小計 433 293 139 

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの 

(1) 株式 220 258 △37 

(2) 債券 ― ― ― 

(3) その他 ― ― ― 

小計 220 258 △37 

合計 653 552 101 
 

  種類 
連結貸借対照表 

計上額 
取得原価 差額 

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの 

(1) 株式 634 399 235 

(2) 債券 ― ― ― 

(3) その他 ― ― ― 

小計 634 399 235 

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの 

(1) 株式 129 156 △26 

(2) 債券 ― ― ― 

(3) その他 ― ― ― 

小計 129 156 △26 

合計 764 556 208 
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(デリバティブ取引関係) 

１．ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引 

該当事項はありません。 

２．ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引 

① 通貨関連 

前連結会計年度(自  平成24年４月１日  至  平成25年３月31日) 

  

  

(注)１ 時価の算定方法  先物為替相場に基づき算定しております。 

２ 為替予約の振当処理によるものは、ヘッジ対象とされている買掛金及び売掛金と一体として処理されてい

るため、その時価は、当該買掛金及び売掛金の時価に含めて記載しております。 

  

当連結会計年度(自  平成25年４月１日  至  平成26年３月31日) 

  

 

          (単位：百万円) 

ヘッジ会計の方法 
デリバティブ取引 

の種類等 
主なヘッジ対象 契約額等 

契約額等の 
うち１年超 

時価 

為替予約等の 為替予約取引         

振当処理   買建         

      米ドル 買掛金 95 ―   

      ユーロ 〃 4 ― （注） 

      豪ドル 〃 5 ―   

      スイスフラン 〃 8 ―   

    売建         

      米ドル 売掛金 218 ―   

合計 332 ― （注） 
 

          (単位：百万円) 

ヘッジ会計の方法 
デリバティブ取引 

の種類 
主なヘッジ対象 契約額等 

契約額等の 
うち１年超 

時価 

為替予約等の 為替予約取引         

ヘッジ処理   買建         

      米ドル 買掛金 131 ― 132 

      ユーロ 〃 26 ― 29 

      豪ドル 〃 17 ― 17 

    売建         

      米ドル 売掛金 363 ― 404 

合計 538   583 
 

          (単位：百万円) 

ヘッジ会計の方法 
デリバティブ取引 

の種類等 
主なヘッジ対象 契約額等 

契約額等の 
うち１年超 

時価 

為替予約等の 為替予約取引         

振当処理   買建         

      米ドル 買掛金 178 ―   

      ユーロ 〃 19 ― （注） 

      豪ドル 〃 1 ―   

      スイスフラン 〃 6 ―   

    売建         

      米ドル 売掛金 362 ―   

合計 568 ― （注） 
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(注)１ 時価の算定方法  先物為替相場に基づき算定しております。 

２ 為替予約の振当処理によるものは、ヘッジ対象とされている買掛金及び売掛金と一体として処理されてい

るため、その時価は、当該買掛金及び売掛金の時価に含めて記載しております。 

  

② 金利関連 

該当事項はありません。 

  

 

          (単位：百万円) 

ヘッジ会計の方法 
デリバティブ取引 

の種類 
主なヘッジ対象 契約額等 

契約額等の 
うち１年超 

時価 

為替予約等の 為替予約取引         

ヘッジ処理   買建         

      米ドル 買掛金 185 ― 186 

      ユーロ 〃 33 ― 33 

    売建         

      米ドル 売掛金 103 ― 105 

合計 322 ― 325 
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(退職給付関係) 

前連結会計年度(自  平成24年４月１日  至  平成25年３月31日) 

１．採用している退職給付制度の概要 

当社及び連結子会社は、退職一時金制度を設けており、また、当社は確定給付退職年金制度、連結子会社は、中

小企業退職金共済制度に加入しております。 

  
２．退職給付債務に関する事項 

  
３．退職給付費用に関する事項 

※ 当社グループは、自己都合による期末要支給額の100%相当額を退職給付債務とする簡便法を採用しております。

  

当連結会計年度(自  平成25年４月１日  至  平成26年３月31日) 

１．採用している退職給付制度の概要 

当社及び連結子会社は、退職一時金制度を設けており、当社は確定給付退職年金制度、連結子会社は退職金制度の

内枠として、中小企業退職金共済制度に加入しております。また、当社及び連結子会社は、簡便法により退職給付に

係る負債及び退職給付費用を計算しております。 

  
２．確定給付制度 

(1) 簡便法を適用した制度の、退職給付に係る負債の期首残高と期末残高の調整表 

  

(2) 退職給付債務及び年金資産の期末残高と連結貸借対照表に計上された退職給付に係る負債及び退職給付に係る資

産の調整表 

  

(3) 退職給付費用 

  
３．確定拠出制度 

当社の連結子会社の確定拠出制度(中小企業退職金共済制度)への要拠出額は、2百万円であります。 

  

 

① 退職給付債務 △693百万円 

② 年金資産 255 〃 

③ 未積立退職給付債務(①＋②) △437 〃 

④ 退職給付引当金 △437 〃 
 

① 勤務費用 77百万円 

② 退職給付費用 77 〃 
 

退職給付に係る負債の期首残高 437百万円 

退職給付費用 63 〃 

退職給付の支払額 △15 〃 

制度への拠出額 △106 〃 

退職給付に係る負債の期末残高 379 〃 
 

積立型制度の退職給付債務 724百万円 

年金資産 △345 〃 

  379 〃 

非積立型制度の退職給付債務 ― 〃 

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 379 〃 

    
退職給付に係る負債 379 〃 

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 379 〃 
 

簡便法で計算した退職給付費用 63百万円 
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(税効果会計関係) 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

  

(注) 繰延税金資産の純額は、貸借対照表の以下の項目に含まれております。 

  

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

  

 

      (単位：百万円) 

  
前連結会計年度 

(平成25年３月31日) 
 

当連結会計年度 
(平成26年３月31日) 

繰延税金資産       

賞与引当金 78   65 

未払事業税 30   25 

退職給付引当金 156   ― 

退職給付に係る負債 ―   136 

未払役員退職慰労金 14   14 

繰延ヘッジ損益 14   0 

その他有価証券評価差額金 2   ― 

その他 100   60 

小計 397   302 

評価性引当額 △31   △26 

繰延税金資産合計 366   276 

繰延税金負債       

固定資産圧縮積立金 △2   ― 

土地評価差額 △466   △466 

その他有価証券評価差額金 △38   △74 

繰延税金負債合計 △507   △541 

繰延税金資産(負債)の純額 △141   △265 
 

  
前連結会計年度 

(平成25年３月31日) 
 

当連結会計年度 
(平成26年３月31日) 

流動資産─繰延税金資産 177   118 

固定資産─繰延税金資産 110   61 

固定負債―繰延税金負債 429   444 
 

      (単位：％）

  
前連結会計年度 

(平成25年３月31日) 
  

当連結会計年度 
(平成26年３月31日) 

法定実効税率 38.0   38.0 

（調整）       

交際費等永久に損金に算入されない項目 2.6   2.1 

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △0.5   △0.5 

住民税均等割等 1.1   1.1 

評価性引当額 0.2   △0.7 

負ののれん発生益 ―   △6.8 

持分法投資利益 △2.1   △1.8 

税率の変更による繰延税金資産の減額修正 ―   0.8 

その他 2.5   △0.2 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 41.8   32.0 
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３．法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正 

「所得税法等の一部を改正する法律」が平成26年３月31日に公布され、平成26年４月１日以後に開始する連結会

計年度から復興特別法人税が課されないこととなりました。これに伴い、当連結会計年度の繰延税金資産及び繰延

税金負債の計算に使用した法定実効税率は、平成26年４月１日に開始する連結会計年度に解消が見込まれる一時差

異について、前連結会計年度の38.0％から35.6％に変更されております。 

その結果、繰延税金資産の金額(繰延税金負債の金額を控除した金額)が10百万円減少し、当連結会計年度に計上

された法人税等調整額が10百万円増加しております。 
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（企業結合等関係） 

株式交換による完全子会社化 

当社と当社の連結子会社であるイズミ株式会社(以下「イズミ」という。)は、平成26年１月17日開催の両社の

取締役会において、当社を完全親会社、イズミを完全子会社とする株式交換(以下、「本株式交換」という。)を

行うことを決議し、同日、両社の間で株式交換契約を締結いたしました。 

本株式交換は、当社については会社法第796条第３項の規定に基づく簡易株式交換の手続きにより、当社の株主

総会の承認を得ることなく行い、イズミについては平成26年２月13日開催の臨時株主総会にて承認を得たうえ

で、平成26年３月17日に効力が発生いたしました。 

１  企業結合の概要 

（2）企業結合日 

平成26年３月17日 

（3）企業結合の法的形式 

当社を完全親会社とし、イズミを完全子会社とする株式交換 

（4）本株式交換の目的 

当社は、イズミを本株式交換により完全子会社とすることにより、グループ運営の機動性を高め、グ

ループ連結経営体制をより一層強化し、企業価値向上を目指してまいります。 

２  実施した会計処理の概要 

「企業結合に関する会計基準」(企業会計基準第21号  平成20年12月26日)及び「企業結合会計基準及び

事業分離等会計基準に関する適用指針」(企業会計基準適用指針第10号  平成20年12月26日)に基づき、共

通支配下の取引等として処理しております。 

３  子会社株式の追加取得に関する事項 

（1）追加取得した子会社株式の取得原価及びその内訳 

（2）株式の種類別の交換比率及びその算定方法並びに交付株式数 

① 株式の種類別交換比率 

イズミの普通株式１株に対して、当社の普通株式５株を割当交付いたしました。 

② 株式交換比率の算定方法 

当社は本株式交換比率の算定にあたり、その公正性・妥当性を確保するため、第三者算定機関であ

るオリオン・アドバイザリーサービス株式会社に株式価値評価を依頼いたしました。上記オリオン・

アドバイザリーサービス株式会社が実施した株式価値の算定方法は、上場会社である当社においては

市場株価法、非上場会社であるイズミはＤＣＦ法（ディスカウンテッド・キャッシュフロー法）およ

び類似会社比較法を用い算出しております。 

当社およびイズミは、本株式価値算定結果を参考に、両者間で慎重に協議・交渉を重ねた結果、上

記の株式交換比率をもって株式交換を行うことを決定いたしました。 

なお、算定機関であるオリオン・アドバイザリーサービース株式会社は、当社およびイズミの関連

当事者に該当いたしません。 

③ 交付株式数    110,680株 

４  負ののれん発生益の金額及び発生原因 

（1）負ののれん発生益の金額    233百万円 

（2）発生原因 

本株式交換により減少する少数株主持分の金額と、追加取得した子会社株式の差額であります。 

 

  名称 事業の内容 

結合企業 ラサ商事株式会社 資源・金属素材、産機・建機、環境設備関連事業 

被結合企業 イズミ株式会社 合成樹脂、油脂、化学品販売および合成樹脂製造 
 

取得の対価 当社普通株式 52百万円 

取得に直接要した費用 アドバイザリー費用等 １  〃 

取得原価   53百万円 
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(資産除去債務関係) 

該当事項はありません。 

  

(賃貸等不動産関係) 

当社及び子会社は、東京都内において、賃貸収益を得ることを目的として賃貸のオフィスビルを所有しておりま

す。なお、賃貸オフィスビルのうち、一部は当社及び子会社が使用しているため、賃貸等不動産として使用される

部分を含む不動産としております。 

また、当該賃貸等不動産及び賃貸等不動産として使用される部分を含む不動産に関する連結貸借対照表計上額、

期中増減額及び時価は以下のとおりであります。 

（注）１.連結貸借対照表計上額は、取得価格から減価償却累計額を控除した金額としております。 

２.期中増減の主な要因は、子会社のイズミ株式会社が本社機能を移転し、入居していた自社ビル全部を賃貸

としたことによるものです。 

３.不動産の期末時価は、主に「不動産鑑定評価額」及び「不動産鑑定評価基準」に基づいて自社で算定した

金額（指標等を用いて調整を行ったものを含む。）によっております。 

  

 

    (単位：百万円) 

  
前連結会計年度 

(自  平成24年４月１日 
至  平成25年３月31日) 

当連結会計年度 
(自  平成25年４月１日 
至  平成26年３月31日)

賃貸等不動産 

連結貸借対照表
計上額 

期首残高 378 754 

期中増減 376 1,915 

期末残高 754 2,670 

期末時価 750 1,945 

賃貸等不動産として使用
される部分を含む不動産 

連結貸借対照表
計上額 

期首残高 4,421 4,354 

期中増減 △66 △1,922 

期末残高 4,354 2,431 

期末時価 4,310 2,439 
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(セグメント情報等) 

１  報告セグメントの概要 

当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務諸表が入手可能であり、取

締役会が、経営資源の配分の決定および業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであ

ります。 

当社グループは、当社および子会社が取り扱う製品・サービスについて国内および海外の包括的な戦略を立案

し、事業活動を展開しております。 

従って、当社グループの製品・サービス別セグメントから構成されており、「資源・金属素材関連」「産機・

建機関連」「環境設備関連」「化成品関連」「不動産賃貸関連」の５つを報告セグメントとしております。 

「資源・金属素材関連」 

ジルコンサンドを中心とする鉱産物、その他物資等の輸出入および販売を行っております。 

「産機・建機関連」 

流送機器等の販売・メンテナンス等やシールド掘進機などの各種建設機械の販売・レンタル・メンテナンス

を行っております。 

「環境設備関連」 

当社独自の水砕スラグ製造設備（ラサ・システム）の設計・施工および販売、これらのメンテナンス、ま

た、ドイツより高圧ポンプ類を輸入し、下水汚泥・産業廃棄物処理施設向けに販売を行っております。 

「化成品関連」 

自動車、建材、電気、電子分野などに、合成樹脂・化学製品を販売しております。 

「不動産賃貸関連」 

提供する物件は、立地の良い都市部が中心で、優良テナントへの提供をしております。 

  

２  報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法 

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に

おける記載と同一であります。 

たな卸資産の評価については、収益性の低下に基づく簿価切下げ前の価額で評価しております。報告セグメン

トの利益は、営業利益ベースの数値であります。 

  

３  報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報 

前連結会計年度（自  平成24年４月１日  至  平成25年３月31日） 

(単位：百万円) 

  

  

報告セグメント 

合計 
資源・金属 
素材関連 

産機・建機
関連 

環境・設備
関連 

化成品 
関連 

不動産賃貸 
関連 

計 

売上高               

  外部顧客への売上高 10,655 7,263 1,478 9,334 142 28,874 28,874 

セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

― ― ― ― ― ― ― 

計 10,655 7,263 1,478 9,334 142 28,874 28,874 

セグメント利益 332 1,352 277 44 58 2,064 2,064 

セグメント資産 6,543 2,836 448 3,535 3,296 16,762 16,762 

その他の項目              

減価償却費 0 21 4 16 77 120 120 

のれん償却額 ― ― ― 25 0 25 25 

有形固定資産及び 
無形固定資産の増加額 

― 8 2 12 28 51 51 
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当連結会計年度（自  平成25年４月１日  至  平成26年３月31日） 

(単位：百万円) 

  

４  報告セグメント合計額と連結財務諸表計上額との差額及び当該差額の主な内容(差異調整に関する事項) 

(単位：百万円) 

(単位：百万円) 

(注)全社費用は、主にセグメントに帰属しない一般管理費であります。 
(単位：百万円) 

(注)全社資産は、主にセグメントに帰属しない現預金、投資有価証券、土地建物等であります。 
(単位：百万円) 

(注)調整額は、報告セグメントに含まない土地や建物、システム等であります。 

  

  

 

  

報告セグメント 

合計 
資源・金属 
素材関連 

産機・建機
関連 

環境・設備
関連 

化成品 
関連 

不動産賃貸 
関連 

計 

売上高               

  外部顧客への売上高 8,603 7,829 1,285 7,755 161 25,635 25,635 

セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

― ― ― ― ― ― ― 

計 8,603 7,829 1,285 7,755 161 25,635 25,635 

セグメント利益 60 1,448 210 85 59 1,864 1,864 

セグメント資産 5,293 3,382 552 2,957 5,448 17,634 17,634 

その他の項目              

減価償却費 ― 17 2 9 70 100 100 

のれん償却額 ― ― ― 25 0 25 25 

有形固定資産及び 
無形固定資産の増加額 

― 23 0 20 55 99 99 
 

売上高 前連結会計年度 当連結会計年度 

報告セグメント計 28,874 25,635 

セグメント間取引消去 ― ― 

連結財務諸表の売上高 28,874 25,635 
 

利益 前連結会計年度 当連結会計年度 

報告セグメント計 2,064 1,864 

セグメント間取引消去 ― ― 

全社費用(注)１ 791 839 

連結財務諸表の営業利益 1,273 1,025 
 

資産 前連結会計年度 当連結会計年度 

報告セグメント計 16,762 17,634 

全社資産（注） 8,501 6,152 

連結財務諸表の資産合計 25,264 23,787 
 

その他の項目 
報告セグメント計 調整額（注） 連結財務諸表計上額 

前連結 
会計年度 

当連結 
会計年度 

前連結 
会計年度 

当連結 
会計年度 

前連結 
会計年度 

当連結 
会計年度 

減価償却費 120 100 50 47 170 148 

のれん償却額 25 25 ― ― 25 25 

有形固定資産及び 
無形固定資産の増加額 

51 99 352 39 404 139 
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【関連情報】 

前連結会計年度（自  平成24年４月1日  至  平成25年３月31日） 

１  製品及びサービスごとの情報 

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。 

２  地域ごとの情報 

（１）売上高 

本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。 

（２）有形固定資産 

本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額のほぼ100％であるため、記

載を省略しております。 

３  主な顧客ごとの情報 

外部顧客への売上高のうち、連結損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないため、記載はありませ

ん。 

  

当連結会計年度（自  平成25年４月1日  至  平成26年３月31日） 

１  製品及びサービスごとの情報 

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。 

２  地域ごとの情報 

（１）売上高 

（２）有形固定資産 

本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額のほぼ100％であるため、記

載を省略しております。 

３  主な顧客ごとの情報 

外部顧客への売上高のうち、連結損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないため、記載はありませ

ん。 

  

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】 

前連結会計年度（自  平成24年４月１日  至  平成25年３月31日） 

該当事項はありません。 

  

当連結会計年度（自  平成25年４月１日  至  平成26年３月31日） 

(単位：百万円) 

  

 

        (単位：百万円) 

日本 アジア 北米 その他 合計 

21,568 3,146 620 300 25,635 
 

  

報告セグメント 

合計 資源・金属 
素材関連 

産機・建機 
関連 

環境・設備 
関連 

化成品 
関連 

不動産賃貸 
関連 

計 

減損損失 ― 64 ― ― 7 72 72 
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【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】 

前連結会計年度（自  平成24年４月１日  至  平成25年３月31日） 

（単位：百万円）

(注) のれん償却額に関しては、セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。 

  

当連結会計年度（自  平成25年４月１日  至  平成26年３月31日） 

（単位：百万円）

(注) のれん償却額に関しては、セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。 

  

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】 

前連結会計年度（自  平成24年４月１日  至  平成25年３月31日） 

該当事項はありません。 

  
当連結会計年度（自  平成25年４月１日  至  平成26年３月31日） 

全社(報告セグメント以外)において平成26年３月17日を効力発生日としてイズミ株式会社の株式を取得し、完

全子会社といたしました。これに伴い、当連結会計年度において233百万円の負ののれん発生益を計上しておりま

す。 

 

  

報告セグメント 

合計 資源・金属 
素材関連 

産機・建機 
関連 

環境・設備 
関連 

化成品 
関連 

不動産賃貸 
関連 

計 

当期末残高 ― ― ― 101 1 102 102 
 

  

報告セグメント 

合計 
資源・金属 
素材関連 

産機・建機 
関連 

環境・設備 
関連 

化成品 
関連 

不動産賃貸 
関連 

計 

当期末残高 ― ― ― 76 0 77 77 
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【関連当事者情報】 

１．関連当事者との取引 

(1) 連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引 

連結財務諸表提出会社の非連結子会社及び関連会社等 

前連結会計年度(自  平成24年４月１日  至  平成25年３月31日) 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

① 取引金額には、消費税が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

② ポンプ類の購入価格については、市場価格の動向及び大平洋機工株式会社より提示された製品別原価算定を勘案

して交渉のうえ毎期決定しております。 

  

当連結会計年度(自  平成25年４月１日  至  平成26年３月31日) 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

① 取引金額には、消費税が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

② ポンプ類の購入価格については、市場価格の動向及び大平洋機工株式会社より提示された製品別原価算定を勘案

して交渉のうえ毎期決定しております。 

  

(2) 連結財務諸表提出会社の連結子会社と関連当事者との取引 

該当事項はありません。 

  

２．親会社又は重要な関連会社に関する注記 

該当事項はありません。 

  

 

種類 
会社等の名称 
又は氏名 

所在地 
資本金又 
は出資金 
(百万円) 

事業の内容
又は職業 

議決権等
の所有 
(被所有)
割合(％)

関連当事者 
との関係 

取引の内容
取引金額 
(百万円) 

科目 
期末残高 
(百万円) 

関連会社 大平洋機工㈱ 
千葉県 
習志野市 

490 機械製造 
直接
25.5

ポンプ類の購
入及び原材料
の販売  役員
の兼任１名 

ポンプ類の
購入 

2,455 
買掛金及び
支払手形 

1,765

 

種類 
会社等の名称 
又は氏名 

所在地 
資本金又 
は出資金 
(百万円) 

事業の内容
又は職業 

議決権等
の所有 
(被所有)
割合(％)

関連当事者 
との関係 

取引の内容
取引金額 
(百万円) 

科目 
期末残高 
(百万円) 

関連会社 大平洋機工㈱ 
千葉県 
習志野市 

490 機械製造 
直接
25.5

ポンプ類の購
入及び原材料
の販売  役員
の兼任１名 

ポンプ類の
購入 

2,516 
買掛金及び
支払手形 

1,601
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(１株当たり情報) 

  

(注)１．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

２．１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

３．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

  

 

  
前連結会計年度 

(自  平成24年４月１日 
至  平成25年３月31日) 

当連結会計年度 
(自  平成25年４月１日 
至  平成26年３月31日) 

１株当たり純資産額 887.70円 930.17円 

１株当たり当期純利益金額 68.06円 77.23円 
 

項目 
前連結会計年度 

(自  平成24年４月１日 
至  平成25年３月31日) 

当連結会計年度 
(自  平成25年４月１日 
至  平成26年３月31日) 

  当期純利益(百万円) 772 876 

  普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ― 

  普通株式に係る当期純利益(百万円) 772 876 

  普通株式の期中平均株式数(千株) 11,346 11,353 
 

項目 
前連結会計年度 

(平成25年３月31日) 
当連結会計年度 

(平成26年３月31日) 

純資産の部の合計額(百万円) 10,072 10,638 

純資産の部の合計額から控除する金額(百万円) 271 ― 

 (うち少数株主持分) (271) ― 

普通株式に係る期末の純資産額(百万円) 9,801 10,638 

１株当たり純資産額の算定に用いられた期末の普通株式
の数(千株) 

11,346 11,437 
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⑤ 【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

  

(注) １  (  )内書は、１年以内の償還予定額です。 

２  決算日後５年間の償還予定額は以下のとおりです。 

会社名 銘柄 発行年月日
当期首残高 
(百万円) 

当期末残高 
(百万円) 

利率 
(％) 

担保 償還期限 

ラサ商事株式会社 第７回無担保社債 
平成21年 
３月31日 

40 ― 1.12 無担保社債 
平成26年 
３月31日 

〃 第８回無担保社債 
平成21年 
３月31日 

200 ― 1.18 無担保社債 
平成26年 
３月31日 

〃 第９回無担保社債 
平成21年 
９月30日 

280 
200 
(80)

1.06 無担保社債 
平成28年 
９月30日 

〃 第10回無担保社債 
平成21年 
９月30日 

90 
30 
(30)

0.93 無担保社債 
平成26年 
９月30日 

〃 第11回無担保社債 
平成21年 
９月30日 

60 
20 
(20)

0.97 無担保社債 
平成26年 
９月30日 

〃 第12回無担保社債 
平成22年 
３月31日 

40 
20 
(20)

0.78 無担保社債 
平成27年 
３月31日 

〃 第13回無担保社債 
平成22年 
３月31日 

80 
40 
(40)

0.77 無担保社債 
平成27年 
３月31日 

〃 第14回無担保社債 
平成22年 
３月31日 

40 
20 
(20)

0.84 無担保社債 
平成27年 
３月31日 

〃 第15回無担保社債 
平成23年 
３月31日 

120 
80 
(40)

0.73 無担保社債 
平成28年 
３月31日 

〃 第16回無担保社債 
平成23年 
３月31日 

120 
80 
(40)

0.78 無担保社債 
平成28年 
３月31日 

〃 第17回無担保社債 
平成23年 
３月31日 

120 
80 
(40)

0.83 無担保社債 
平成28年 
３月31日 

〃 第18回無担保社債 
平成24年 
３月６日 

180 
160 
(20)

0.83 無担保社債 
平成29年 
３月31日 

〃 第19回無担保社債 
平成24年 
３月30日 

400 
300 
(100)

0.62 無担保社債 
平成29年 
３月31日 

〃 第20回無担保社債 
平成24年 
３月30日 

400 
300 
(100)

0.60 無担保社債 
平成29年 
３月31日 

〃 第21回無担保社債 
平成24年 
９月25日 

200 
160 
(40)

0.63 無担保社債 
平成29年 
10月31日 

〃 第22回無担保社債 
平成24年 
９月27日 

300 
240 
(60)

0.54 無担保社債 
平成29年 
10月31日 

〃 第23回無担保社債 
平成25年 
２月28日 

300 
240 
(60)

0.43 無担保社債 
平成30年 
２月28日 

イズミ株式会社 第４回無担保社債 
平成21年 
９月17日 

39 
13 
(13)

0.97 無担保社債 
平成26年 
９月17日 

〃 第５回無担保社債 
平成22年 
９月30日 

65 
51 
(14)

0.78 無担保社債 
平成29年 
９月29日 

合計 ― ― 3,074 
2,034 
(737)

― ― ― 
 

１年以内 
(百万円) 

１年超２年以内 
(百万円) 

２年超３年以内 
(百万円) 

３年超４年以内 
(百万円) 

４年超５年以内 
(百万円) 

737 594 534 169 ― 
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【借入金等明細表】 

(注) １  平均利率については、期末借入金残高に対する加重平均利率を記載しております。 

２  長期借入金(一年以内に返済予定のものを除く。)の連結決算日後５年内における返済予定額は次のとおりで

す。 

  

【資産除去債務明細表】 

該当事項はありません。 

  

(2) 【その他】 

当連結会計年度における四半期情報等 

  

  

 

区分 
当期首残高 
(百万円) 

当期末残高 
(百万円) 

平均利率 
(％) 

返済期限 

短期借入金 3,740 2,600 0.4 ― 

１年以内に返済予定の長期借入金 357 477 1.2 ― 

１年以内に返済予定のリース債務 ― ― ― ― 

長期借入金 
(１年以内に返済予定のものを除く。) 

1,221 1,408 1.2 
平成27年４月～ 
平成31年２月 

リース債務 
（１年以内に返済予定のものを除く。） 

― ― ― ― 

その他有利子負債 ― ― ― ― 

合計 5,318 4,486 ― ― 
 

  
１年超２年以内 

(百万円) 
２年超３年以内 

(百万円) 
３年超４年以内 

(百万円) 
４年超５年以内 

(百万円) 

長期借入金 423 423 364 197 
 

（累計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 当連結会計年度

売上高                                 (百万円) 5,642 11,751 18,019 25,635 

税金等調整前四半期(当期)純利益金額又は税金等 
調整前四半期(当期)純損失金額(△)       (百万円)

△27 125 381 1,311 

四半期(当期)純利益金額又は 
四半期(当期)純損失金額(△)             (百万円)

△24 61 221 876 

１株当たり四半期(当期)純利益金額又は 
１株当たり四半期(当期)純損失金額(△)       (円)

△2.17 5.40 19.53 77.23 
 

（会計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期 

１株当たり四半期純利益金額又は 
１株当たり四半期純損失金額(△)             (円)

△2.17 7.57 14.13 57.63 
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2【財務諸表等】 

(1) 【財務諸表】 

①【貸借対照表】 

  

                      (単位：百万円) 

                    
前事業年度 

(平成25年３月31日) 
当事業年度 

(平成26年３月31日) 

資産の部     

  流動資産     

    現金及び預金 1,762 1,604 

    受取手形 ※２，３  1,771 ※２  1,463 

    売掛金 ※２  4,772 ※２  4,960 

    商品 4,926 3,981 

    原材料及び貯蔵品 8 8 

    前渡金 6 23 

    前払費用 19 22 

    繰延税金資産 153 110 

    未収入金 ※２  101 ※２  15 

    その他 ※２  2 3 

    貸倒引当金 △1 △0 

    流動資産合計 13,521 12,194 

  固定資産     

    有形固定資産     

      貸与資産 12 6 

      建物 ※１  1,124 ※１  1,051 

      構築物 ※１  26 ※１  24 

      機械及び装置 25 36 

      車両運搬具 0 0 

      工具、器具及び備品 29 21 

      土地 ※１  2,375 ※１  2,313 

      有形固定資産合計 3,594 3,454 

    無形固定資産     

      ソフトウエア 107 107 

      電話加入権 0 0 

      無形固定資産合計 107 107 

    投資その他の資産     

      投資有価証券 759 846 

      関係会社株式 1,595 1,649 

      出資金 3 3 

      長期貸付金 1 2 

      破産更生債権等 0 0 

      長期前払費用 6 6 

      繰延税金資産 110 61 

      保険積立金 506 671 

      会員権 26 22 

      差入保証金 ※２  60 ※２  60 

      敷金及び保証金 51 49 

      貸倒引当金 △16 △13 

      投資その他の資産合計 3,105 3,358 

    固定資産合計 6,806 6,920 

  資産合計 20,328 19,114 
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                      (単位：百万円) 

                    
前事業年度 

(平成25年３月31日) 
当事業年度 

(平成26年３月31日) 

負債の部     

  流動負債     

    支払手形 ※２，３  2,019 ※２  1,667 

    買掛金 ※２  1,137 ※２  1,546 

    短期借入金 ※１，４  2,700 ※１，４  1,600 

    1年内返済予定の長期借入金 ※１  243 ※１  353 

    1年内償還予定の社債 1,000 710 

    未払金 98 147 

    未払法人税等 403 340 

    未払消費税等 － 81 

    前受金 70 33 

    預り金 33 24 

    賞与引当金 187 167 

    その他 44 11 

    流動負債合計 7,938 6,683 

  固定負債     

    社債 1,970 1,260 

    長期借入金 ※１  623 ※１  935 

    退職給付引当金 377 316 

    その他 102 102 

    固定負債合計 3,072 2,613 

  負債合計 11,010 9,296 

純資産の部     

  株主資本     

    資本金 1,854 1,854 

    資本剰余金     

      資本準備金 1,612 1,612 

      その他資本剰余金 11 30 

      資本剰余金合計 1,623 1,642 

    利益剰余金     

      利益準備金 114 114 

      その他利益剰余金     

        固定資産圧縮積立金 4 － 

        別途積立金 4,500 5,000 

        繰越利益剰余金 1,482 1,356 

      利益剰余金合計 6,101 6,470 

    自己株式 △306 △272 

    株主資本合計 9,271 9,694 

  評価・換算差額等     

    その他有価証券評価差額金 69 124 

    繰延ヘッジ損益 △23 △0 

    評価・換算差額等合計 46 123 

  純資産合計 9,317 9,817 

負債純資産合計 20,328 19,114 
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②【損益計算書】 

  

  

                      (単位：百万円) 

                    前事業年度 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成25年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成25年４月１日 
 至 平成26年３月31日) 

売上高 19,450 17,781 

売上原価 15,404 14,092 

売上総利益 4,046 3,689 

販売費及び一般管理費 ※１  2,859 ※１  2,782 

営業利益 1,186 906 

営業外収益     

  受取利息及び配当金 25 33 

  受取家賃 37 36 

  保険返戻金 － 45 

  貸倒引当金戻入額 12 1 

  その他 18 11 

  営業外収益合計 93 128 

営業外費用     

  支払利息 20 16 

  社債利息 31 27 

  社債発行費 7 － 

  その他 8 2 

  営業外費用合計 67 47 

経常利益 1,212 987 

特別利益     

  固定資産売却益 14 11 

  特別利益合計 14 11 

特別損失     

  固定資産売却損 1 0 

  減損損失 － 72 

  その他 5 1 

  特別損失合計 7 73 

税引前当期純利益 1,218 925 

法人税、住民税及び事業税 434 336 

法人税等調整額 73 47 

法人税等合計 507 384 

当期純利益 711 540 
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③【株主資本等変動計算書】 

  前事業年度(自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日) 

  

  

（単位：百万円） 

  

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

資本準備金 
その他 

資本剰余金

資本剰余金

合計 
利益準備金

その他利益剰余金 
利益剰余金

合計 固定資産 

圧縮積立金
別途積立金 

繰越利益 

剰余金 

当期首残高 1,854 1,612 11 1,623 114 4 4,000 1,470 5,589 

当期変動額     

剰余金の配当 － － － － － － － △199 △199 

当期純利益 － － － － － － － 711 711 

固定資産圧縮積立金 

の取崩 
－ － － － － △0 － 0 － 

別途積立金の積立 － － － － － － 500 △500 － 

自己株式の取得 － － － － － － － － － 

自己株式の処分 － － － － － － － － － 

株主資本以外の項目 

の当期変動額（純額) 
－ － － － － － － － － 

当期変動額合計 － － － － － △0 500 12 511 

当期末残高 1,854 1,612 11 1,623 114 4 4,500 1,482 6,101 
 

 

  

株主資本 評価・換算差額等 

純資産合計
自己株式 

株主資本 

合計 

その他 

有価証券 

評価差額金

繰延ヘッジ

損益 

評価・換算

差額等合計

当期首残高 △306 8,759 16 4 21 8,781 

当期変動額   

剰余金の配当 － △199 － － － △199 

当期純利益 － 711 － － － 711 

固定資産圧縮積立金 

の取崩 
－ － － － － － 

別途積立金の積立 － － － － － － 

自己株式の取得 △0 △0 － － － △0 

自己株式の処分 － － － － － － 

株主資本以外の項目 

の当期変動額（純額) 
－ － 52 △28 24 24 

当期変動額合計 △0 511 52 △28 24 536 

当期末残高 △306 9,271 69 △23 46 9,317 
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  当事業年度(自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日) 

  

  

 

（単位：百万円） 

  

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

資本準備金 
その他 

資本剰余金

資本剰余金

合計 
利益準備金

その他利益剰余金 
利益剰余金

合計 固定資産 

圧縮積立金
別途積立金 

繰越利益 

剰余金 

当期首残高 1,854 1,612 11 1,623 114 4 4,500 1,482 6,101 

当期変動額     

剰余金の配当 － － － － － － － △170 △170 

当期純利益 － － － － － － － 540 540 

固定資産圧縮積立金 

の取崩 
－ － － － － △4 － 4 － 

別途積立金の積立 － － － － － － 500 △500 － 

自己株式の取得 － － － － － － － － － 

自己株式の処分 － － 18 18 － － － － － 

株主資本以外の項目 

の当期変動額（純額) 
－ － － － － － － － － 

当期変動額合計 － － 18 18 － △4 500 △126 369 

当期末残高 1,854 1,612 30 1,642 114 － 5,000 1,356 6,470 
 

 

  

株主資本 評価・換算差額等 

純資産合計
自己株式 

株主資本 

合計 

その他 

有価証券 

評価差額金

繰延ヘッジ

損益 

評価・換算

差額等合計

当期首残高 △306 9,271 69 △23 46 9,317 

当期変動額   

剰余金の配当 － △170 － － － △170 

当期純利益 － 540 － － － 540 

固定資産圧縮積立金 

の取崩 
－ － － － － － 

別途積立金の積立 － － － － － － 

自己株式の取得 － － － － － － 

自己株式の処分 33 52 － － － 52 

株主資本以外の項目 

の当期変動額（純額) 
－ － 54 22 77 77 

当期変動額合計 33 422 54 22 77 499 

当期末残高 △272 9,694 124 △0 123 9,817 
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【注記事項】 

(重要な会計方針) 

１．有価証券の評価基準及び評価方法 

(1) 子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法による原価法によっております。 

(2) その他有価証券 

時価のあるもの 

決算期末前１ヶ月の市場価格の平均に基づいて算定された価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直

入法により処理、売却原価は移動平均法により算定）によっております。 

時価のないもの 

移動平均法による原価法によっております。 

２．デリバティブの評価基準及び評価方法 

時価法によっております。 

３．たな卸資産の評価基準及び評価方法 

(1) 商品 

先入先出法（一部商品においては、移動平均法）による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によ

っております。 

４．固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産（リース資産を除く） 

定率法（ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（附属設備を除く）については定額法）によっており

ます。なお、本社ビルに係る建物附属設備及び構築物については定額法によっております。 

主な耐用年数は以下のとおりであります。 

賃貸用固定資産      ７年 

建    物        ３～50年 

(2) 無形固定資産（リース資産を除く） 

ソフトウエアについては、社内における利用可能期間(５年)において定額法による均等償却によっておりま

す。 

(3) リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法によっております。 

５．繰延資産の処理方法 

社債発行費 

支出時の費用として処理しております。 

６．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円換算し、換算差額は損益として処理しております。 

７．引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 

売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

(2) 賞与引当金 

従業員に支給する賞与に充てるため、将来の支給見込額のうち、当期の負担額を計上しております。 

(3) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上して

おります。 

退職給付引当金及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法

を用いた簡便法を適用しております。 
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８．ヘッジ会計の方法 

(1) ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理によっております。なお、為替予約については振当処理の要件を満たしている場合は振当処理

によっております。 

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

(3) ヘッジの方針 

当社の内部規程である為替管理規程等に基づき為替相場の変動リスクをヘッジしております。 

(4) ヘッジの有効性評価の方法 

為替予約 

ヘッジ開始時から有効性判定時点までの期間におけるヘッジ対象のキャッシュ・フロー変動の累計とヘッジ手

段のキャッシュ・フロー変動の累計の両者を比較することにより評価しております。 

９．その他財務諸表作成のための重要な事項 

消費税等の処理方法 

税抜方式によっております。 

  

 

ヘッジ手段  ヘッジ対象 

為替予約  外貨建債権債務等 
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(表示方法の変更) 

(損益計算書関係) 

前事業年度において、独立掲記しておりました「特別損失」の「投資有価証券売却損」、「投資有価証券評価

損」及び「貸倒引当金繰入額」は、その重要性が乏しくなったため、当事業年度より「その他」に含めて表示して

おります。この表示方法の変更を反映させるため、前事業年度の財務諸表の組替えを行っております。 

この結果、前事業年度の損益計算書において、「特別損失」に表示していた「有価証券売却損」０百万円、「投

資有価証券評価損」１百万円、「貸倒引当金繰入額」２百万円および「その他」１百万円は、「その他」５百万円

として組み替えております。 

  

(単体開示の簡素化の改正に伴い、注記要件が変更されたものに係る表示方法の変更) 

貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、有形固定資産等明細表、引当金明細表については、財務諸表

等規則第127条第１項に定める様式に基づいて作成しております。 

また、財務諸表等規則第127条第２項に掲げる各号の注記については、各号の会社計算規則に掲げる事項の注記に

変更しております。 

なお、以下の事項について、記載を省略しております。 

財務諸表等規則第20条に定める流動資産に係る引当金の注記については、同条第３項により、記載を省略してお

ります。 

財務諸表等規則第26条に定める減価償却累計額の注記については、同条第２項により、記載を省略しておりま

す。 

財務諸表等規則第26条の２に定める減価償却累計額に減損損失累計額が含まれている旨の注記については、同条

第５項により、記載を省略しております。 

財務諸表等規則第95条の３の２に定める減損損失の注記については、同条第２項により、記載を省略しておりま

す。 

財務諸表等規則第107条に定める自己株式に関する注記については、同条第２項により、記載を省略しておりま

す。 

財務諸表等規則第８条の６に定めるリース取引に関する注記については、同条第４項により、記載を省略してお

ります。 

財務諸表等規則第68条の４に定める1株当たり純資産額の注記については、同条第３項により、記載を省略してお

ります。 

財務諸表等規則第95条の５の２に定める１株当たり当期純損益金額に関する注記については、同条第３項によ

り、記載を省略しております。 

財務諸表等規則第95条の５の３に定める潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額に関する注記については、同

条第４項により、記載を省略しております。 

財務諸表等規則第121条第１項第１号に定める有価証券明細表については、同条第３項により、記載を省略してお

ります。 
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(貸借対照表関係) 

※１ 担保資産及び担保付債務 

担保に供している資産は、次のとおりであります。 

  

担保付債務は、次のとおりであります。 

  

※２ 関係会社に対する債権、債務は、次のとおりであります。 

  

※３ 期末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しております。 

なお、前事業年度末日は金融機関の休日であったため、次の期末日満期手形が期末残高に含まれております。 

  

※４ 当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行６行と当座貸越契約を締結しております。これらの契約に基

づく当事業年度末の借入未実行残高は次のとおりであります。 

  

 

  
前事業年度 

(平成25年３月31日) 
当事業年度 

(平成26年３月31日) 

建物 931百万円 901百万円 

構築物 9  〃 9  〃 

土地 1,469  〃 1,469  〃 

合計 2,410百万円 2,379百万円 
 

  
前事業年度 

(平成25年３月31日) 
当事業年度 

(平成26年３月31日) 

短期借入金 2,130百万円 1,200百万円 

1年内返済予定の長期借入金 111  〃 171  〃 

長期借入金 232  〃 532  〃 

合計 2,473百万円 1,904百万円 
 

  
前事業年度 

(平成25年３月31日) 
当事業年度 

(平成26年３月31日) 

受取手形及び売掛金 57百万円 27百万円 

未収入金 0  〃 0  〃 

その他(立替金) 0  〃 ― 

差入保証金 50  〃 50  〃 

支払手形 1,457  〃 1,186  〃 

買掛金 308  〃 415  〃 
 

  
前事業年度 

(平成25年３月31日) 
当事業年度 

(平成26年３月31日) 

受取手形 225百万円 ― 

支払手形 340  〃 ― 
 

  
前事業年度 

(平成25年３月31日) 
当事業年度 

(平成26年３月31日) 

当座貸越極度額 5,500百万円 5,500百万円 

借入実行残高 2,700  〃 1,600  〃 

差引額 2,800百万円 3,900百万円 
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(損益計算書関係) 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額並びにおおよその割合は、次のとおりであります。 

  

(有価証券関係) 

子会社株式及び関連会社株式は、市場価格がなく時価を把握することが極めて困難と認められるため、子会社株

式及び関連会社株式の時価を記載しておりません。 

なお、時価を把握することが極めて困難と認められる子会社株式及び関連会社株式の貸借対照表計上額は次のと

おりです。 

  

 

  
前事業年度 

(自  平成24年４月１日 
至  平成25年３月31日) 

当事業年度 
(自  平成25年４月１日 
至  平成26年３月31日) 

給料及び手当 911百万円 925百万円 

賞与引当金繰入額 187 〃 167 〃 

退職給付費用 69 〃 57 〃 

減価償却費 106 〃 95 〃 

       

おおよその割合      

販売費 1％ 1％ 

一般管理費 99％ 99％ 
 

    （単位：百万円） 

区    分 
前事業年度 

（平成25年３月31日） 
当事業年度 

（平成26年３月31日） 

子会社株式 1,470 1,524 

関連会社株式 125 125 
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(税効果会計関係) 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

(注) 前事業年度及び当事業年度における繰延税金資産の純額は、貸借対照表の以下の項目に含まれております。 

  

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

  

３．法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正 

「所得税法等の一部を改正する法律」が平成26年３月31日に公布され、平成26年４月１日以後に開始する事業年

度から復興特別法人税が課されないこととなりました。これに伴い、当事業年度の繰延税金資産及び繰延税金負債

の計算に使用した法定実効税率は、平成26年４月１日に開始する事業年度に解消が見込まれる一時差異について、

前事業年度の38.0％から35.6％に変更されております。 

その結果、繰延税金資産の金額(繰延税金負債の金額を控除した金額)が７百万円減少し、当事業年度に計上され

た法人税等調整額が７百万円増加しております。 

  
（企業結合等関係） 

連結財務諸表の「注記事項(企業結合等関係)」に同一の内容を記載しているため、注記を省略しております。 

  

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

  

 

      (単位：百万円) 

  
前事業年度 

(平成25年３月31日) 
 

当事業年度 
(平成26年３月31日) 

繰延税金資産       

賞与引当金 71   59 

未払事業税 30   25 

退職給付引当金 134   112 

未払役員退職慰労金 14   14 

繰延ヘッジ損益 14   0 

その他 67   55 

小計 333   267 

評価性引当額 △27   △26 

繰延税金資産合計 305   241 

繰延税金負債       

固定資産圧縮積立金 △2   ― 

その他有価証券評価差額金 △38   △68 

繰延税金負債合計 △40   △68 

繰延税金資産の純額 264   172 
 

      (単位：％) 

  
前事業年度 

(平成25年３月31日現在) 
  

当事業年度 
(平成26年３月31日現在) 

法定実効税率 38.0   38.0 

(調整)       

交際費等永久に損金に算入されない項目 2.7   2.7 

住民税均等割 1.2   1.5 

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △0.5   △0.7 

評価性引当額 0.1   △0.1 

税率変更による繰延税金資産の減額修正 ―   0.8 

その他 0.1   △0.6 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 41.6   41.6 
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④ 【附属明細表】 

【有形固定資産等明細表】 

（単位：百万円）

(注) 当期減少額のうち主なものは、土地及び建物は主に札幌機械センターの売却によるものです。なお、当期減少額

の( )内数は減損損失の金額であります。 

  

【引当金明細表】 

（単位：百万円）

  

  

(2) 【主な資産及び負債の内容】 

連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。 

  

(3) 【その他】 

記載事項はありません。 

  

区分 資産の種類 
期首 

帳簿価額 
当期 
増加額 

当期 
減少額 

当期 
償却額 

期末 
帳簿価額 

減価償却 
累計額 

有 

形 

固 

定 

資 

産 

建物 1,124 9 
31 
(1) 

48 1,051 444 

構築物 26 ― 
0 

(0) 
2 24 91 

機械及び装置 25 19 0 6 36 119 

貸与資産 12 ― 0 4 6 1,378 

車両運搬具 0 ― ― 0 0 3 

工具、器具及び備品 29 1 0 10 20 66 

一括償却資産 0 1 ― 0 1 0 

土地 2,375 33 
95 

(71) 
― 2,313 ― 

計 3,594 65 
130 
(72) 

74 3,454 2,104 

無固 
 定 
 資 
形産 

ソフトウエア 107 41 ― 41 107 151 

電話加入権 0 ― ― ― 0 ― 

計 107 41 ― 41 107 151 
 

区分 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 

貸倒引当金 18 0 4 14 

賞与引当金 187 167 187 167 
 

― 77 ―



第６ 【提出会社の株式事務の概要】 

  

(注) 当社の株主は、その有する単元未満株式について、次に掲げる権利以外の権利を行使することができない。 

（1）会社法第189条第２項各号に掲げる権利 

（2）会社法第166条第１項の規定による請求をする権利 

（3）株主の有する株式数に応じて募集株式の割当ておよび募集新株予約権の割当てを受ける権利 

  

事業年度 ４月１日から３月31日まで 

定時株主総会 ６月中 

基準日 ３月31日 

剰余金の配当の基準日 ９月30日、３月31日 

１単元の株式数 100株 

単元未満株式の買取り   

取扱場所 東京都千代田区丸の内一丁目４番１号    三井住友信託銀行株式会社  証券代行部 

株主名簿管理人 東京都千代田区丸の内一丁目４番１号    三井住友信託銀行株式会社 

取次所 ― 

買取手数料 ― 

公告掲載新聞名 

当社の公告は、電子公告により行います。ただし、事故その他やむを得ない事由によ

って電子公告をすることができない場合は、日本経済新聞に掲載して行います。 

なお、電子公告は当社のホームページに掲載しており、そのアドレスは次のとおりで

す。 

http://www.rasaco.co.jp 

株主に対する特典 

毎年３月末日現在における株主名簿に記載または記録された100株以上所有の株主に対

し、下記のとおり優待品を贈呈しております。 

１．１年以上継続保有の株主  当社オリジナルQUOカード1,000円相当 

２．１年未満の株主          当社オリジナルQUOカード  500円相当 

なお、上記に加え下記の寄付しております。 

３．「財団法人  緑の地球防衛基金」へ株主１人あたり50円 

４．「認定NPO法人  世界の子どもにワクチンを  日本委員会」へ株主１人あたり60円 
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第７ 【提出会社の参考情報】 

  

１ 【提出会社の親会社等の情報】 

当社には、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。 

  

２ 【その他の参考情報】 

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

(1) 有価証券報告書及びその添付書類、確認書 

事業年度  第111期（自  平成24年４月１日  至  平成25年３月31日）平成25年６月27日関東財務局長に提出 

(2) 内部統制報告書 

事業年度  第111期（自  平成24年４月１日  至  平成25年３月31日）平成25年６月27日関東財務局長に提出 

(3) 四半期報告書、確認書 

事業年度  第112期第１四半期（自  平成25年４月１日  至  平成25年６月30日）平成25年８月９日関東財務局長に

提出 

事業年度  第112期第２四半期（自  平成25年７月１日  至  平成25年９月30日）平成25年11月14日関東財務局長に

提出 

事業年度  第112期第３四半期（自  平成25年10月１日  至  平成25年12月31日）平成26年２月14日関東財務局長に

提出 

(4) 臨時報告書 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２（株主総会における議決権行使の結果）の規定に基づ

く臨時報告書 

平成25年６月28日関東財務局長に提出 

金融商品取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第６号の２の定めに基づく

臨時報告書 

平成26年１月17日関東財務局長に提出 

  

― 79 ―



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】 

  

該当事項はありません。 
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書 

  

平成26年６月26日

ラサ商事株式会社 

取締役会  御中 

  

  

  

＜財務諸表監査＞ 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いるラサ商事株式会社の平成25年４月１日から平成26年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結

貸借対照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書、連

結財務諸表作成のための基本となる重要な事項、その他の注記及び連結附属明細表について監査を行った。 

  

連結財務諸表に対する経営者の責任 

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結財務諸表を作成し適正

に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結財務諸表を作成し適正に表示するた

めに経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

  

監査人の責任 

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明する

ことにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を

策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。 

監査においては、連結財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、

当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用

される。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リス

ク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結財務諸表の作成と適正な表示に関連する

内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見

積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することが含まれる。 

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。 

  

監査意見 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ラ

サ商事株式会社及び連結子会社の平成26年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成

績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

  
 

監査法人  大手門会計事務所 
 

指定社員 
業務執行社員 

  公認会計士    植    木    暢    茂    ㊞ 
 

指定社員 
業務執行社員 

  公認会計士    武    川    博    一    ㊞ 
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＜内部統制監査＞ 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、ラサ商事株式会社の平成26年

３月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。 

  

内部統制報告書に対する経営者の責任 

経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告

に係る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することにある。 

なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性があ

る。 

  

監査人の責任 

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した内部統制監査に基づいて、独立の立場から内部統制報告書に対する意見

を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の

基準に準拠して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要

な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき内部統制監査を実施

することを求めている。 

内部統制監査においては、内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証拠を入手する

ための手続が実施される。内部統制監査の監査手続は、当監査法人の判断により、財務報告の信頼性に及ぼす影響の重

要性に基づいて選択及び適用される。また、内部統制監査には、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評

価結果について経営者が行った記載を含め、全体としての内部統制報告書の表示を検討することが含まれる。 

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。 

  

監査意見 

当監査法人は、ラサ商事株式会社が平成26年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した上記の

内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して、財

務報告に係る内部統制の評価結果について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

利害関係 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

  

 

  

(注) １  上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が

別途保管しております。 

２  XBRLデータは監査の対象には含まれておりません。 
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独立監査人の監査報告書 

  

平成26年６月26日

ラサ商事株式会社 

取締役会  御中 

  

  

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いるラサ商事株式会社の平成25年４月１日から平成26年３月31日までの第112期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対

照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表について監査を行った。 

  

財務諸表に対する経営者の責任 

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表

示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営

者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

  

監査人の責任 

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表明すること

にある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準

は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、

これに基づき監査を実施することを求めている。 

監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監

査法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。

財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の

実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検

討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も

含め全体としての財務諸表の表示を検討することが含まれる。 

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。 

  

監査意見 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ラサ商

事株式会社の平成26年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点にお

いて適正に表示しているものと認める。 

  

利害関係 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

  

  
 

監査法人  大手門会計事務所 
 

指定社員 
業務執行社員 

  公認会計士    植    木    暢    茂    ㊞ 
 

指定社員 
業務執行社員 

  公認会計士    武    川    博    一    ㊞ 
 

  

(注) １  上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が

別途保管しております。 

２  XBRLデータは監査の対象には含まれておりません。 
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【表紙】   

【提出書類】 内部統制報告書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の４第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成26年６月27日 

【会社名】 ラサ商事株式会社 

【英訳名】 Rasa  Corporation 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長  井  村  周  一 

 

【最高財務責任者の役職氏名】 取締役管理本部長兼総務部長    相  澤  裕 

 

【本店の所在の場所】 東京都中央区日本橋蛎殻町一丁目11番５号  RASA日本橋ビルディング

 

【縦覧に供する場所】 株式会社  東京証券所 

  （東京都中央区日本橋兜町２番１号） 

ラサ商事株式会社  大阪支店 

  （大阪市北区堂島一丁目２番５号  堂北ダイビル） 

ラサ商事株式会社  名古屋支店 

  （名古屋市中区錦一丁目11番20号  大永ビル） 

  
 



１ 【財務報告に係る内部統制の基本的枠組みに関する事項】 

当社代表取締役社長井村周一及び取締役管理本部長兼総務部長相澤裕は、当社の財務報告に係る内部統制の整備及

び運用に責任を有しており、企業会計審議会の公表した「財務報告に係る内部統制の評価及び監査の基準並びに財務

報告に係る内部統制の評価及び監査に関する実施基準の設定について(意見書)」に示されている内部統制の基本的枠

組みに準拠して財務報告に係る内部統制を整備及び運用しております。 

なお、内部統制は、内部統制の各基本的要素が有機的に結びつき、一体となって機能することで、その目的を合理

的な範囲で達成しようとするものであります。このため、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完

全には防止又は発見することができない可能性があります。 

  

２ 【評価の範囲、基準日及び評価手続に関する事項】 

財務報告に係る内部統制の評価は、当事業年度の末日である平成26年３月31日を基準日として行われており、評価

に当たっては、一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠しました。 

本評価においては、同上意見書に示されている内部統制の評価の基準及び実施基準に基づき、連結ベースでの財務

報告全体に重要な影響を及ぼす内部統制（全社的な内部統制）の評価を行った上で、その結果を踏まえて、評価対象

とする業務プロセスを選定しております。当該業務プロセスの評価においては、選定された業務プロセスを分析した

上で、財務報告の信頼性に重要な影響を及ぼす統制上の要点を識別し、当該統制上の要点について整備及び運用状況

を評価することによって、内部統制の有効性に関する評価を行いました。 

財務報告に係る内部統制の評価の範囲は、当社並びに連結子会社及び持分法適用関連会社について、財務報告の信

頼性に及ぼす影響の重要性の観点から必要な範囲を決定しました。財務報告の信頼性に及ぼす影響の重要性は、金額

的及び質的影響の重要性を考慮して決定しており、当社及び連結子会社を対象として行った全社的な内部統制の評価

結果を踏まえ、業務プロセスに係る内部統制の評価範囲を合理的に決定しました。 

業務プロセスに係る内部統制の評価範囲については、財務報告に対する金額的及び質的影響の重要性を考慮し、全

社的な内部統制の評価結果を踏まえ、前連結会計年度の連結売上高を指標に、概ね２／３の割合に達している事業拠

点を「重要な事業拠点」としました。選定した重要な事業拠点においては、企業の事業目的に大きく関わる勘定科目

として売上高、売掛金及びたな卸資産に至る業務プロセスを評価の対象としました。さらに、財務報告への影響を勘

案して、重要性の大きい業務プロセスについては、個別に評価の対象に追加しました。 

  

３ 【評価結果に関する事項】 

上記の評価の結果、当連結会計年度末日時点において、当社代表取締役社長井村周一及び取締役管理本部長兼総務

部長相澤裕は、当社の財務報告に係る内部統制は有効であると判断しました。 

  

４ 【付記事項】 

該当事項はありません。 

５ 【特記事項】 

特記すべき事項はありません。 



【表紙】   

【提出書類】 確認書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の２第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成26年６月27日 

【会社名】 ラサ商事株式会社 

【英訳名】 Rasa  Corporation 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長    井  村  周  一 

【最高財務責任者の役職氏名】 取締役管理本部長兼総務部長    相 澤 裕 

【本店の所在の場所】 東京都中央区日本橋蛎殻町一丁目11番５号  RASA日本橋ビルディング 

【縦覧に供する場所】 株式会社  東京証券取引所 

  (東京都中央区日本橋兜町２番１号) 

ラサ商事株式会社  大阪支店 

  (大阪市北区堂島一丁目２番５号  堂北ダイビル) 

ラサ商事株式会社  名古屋支店 

  (名古屋市中区錦一丁目11番20号  大永ビル) 
 



１ 【有価証券報告書の記載内容の適正性に関する事項】 

当社代表取締役社長井村周一及び当社最高財務責任者相澤裕は、当社の第112期(自平成25年４月１日  至平成26年  

３月31日)の有価証券報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認いたしました。

  

２ 【特記事項】 

確認に当たり、特記すべき事項はありません。 


